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EY  |  Building a better working world
EYは、クライアント、EYのメンバー、社会、そして地球のため
に新たな価値を創出するとともに、資本市場における信頼を
確立していくことで、より良い社会の構築を目指しています
。

データ、AI、および先進テクノロジーの活用により、EYのチ
ームはクライアントが確信を持って未来を形づくるための支
援を行い、現在、そして未来における喫緊の課題への解決策
を導き出します。

EYのチームの活動領域は、アシュアランス、コンサルティン
グ、税務、ストラテジー、トランザクションの全領域にわたり
ます。蓄積した業界の知見やグローバルに連携したさまざま
な分野にわたるネットワーク、多様なエコシステムパートナ
ーに支えられ、150以上の国と地域でサービスを提供してい
ます。

All in to shape the future with confidence. 

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグロー
バルネットワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、
各メンバーファームは法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤ
ング・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧
客サービスは提供していません。EY による個人情報の取得・利用の方法
や、データ保護に関する法令により個人情報の主体が有する権利につい
ては、ey.com/privacyをご確認ください。EYのメンバーファームは、現
地の法令により禁止されている場合、法務サービスを提供することはあ
りません。EYについて詳しくは、ey.comをご覧ください。

EY新日本有限責任監査法人について
EY 新日本有限責任監査法人は、EYの日本におけるメンバーファームであ
り、監査および保証業務を中心に、アドバイザリーサービスなどを提供
しています。詳しくは ey.com/ja_jp/about-us/ey-shinnihon-llc をご
覧ください。
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変化の先へ、
あなたと共に

高い専門性でクライアントを支援
私たちはマーケットでの圧倒的な存在になるべく、「人」「テクノロジー」などに対して、戦略的な投資を継

続し、成長し続けています。

EY新日本の強みは、監査にとどまりません。例えば、サステナビリティの領域では、経営戦略の策定、脱

炭素や人権に関するアドバイザリー、開示情報の保証によって健全な市場形成に寄与するだけでなく、信

頼性を支える制度整備やルールメイキングに貢献し、飛躍的な成長を成し遂げています。

また、EYは、グローバル規模で10億米ドルをテクノロジーに投資し、生成AIを搭載したツールの導入や

AIエージェントの活用を進め、業務の品質と生産性の向上を追求しています。EY新日本では、膨大な

データに私たちの強みである業界の知見を掛け合わせることで、付加価値の高いインサイトを提供して

います。さらに、クライアントのデジタルトランスフォーメーションを支援し、業務の効率化と競争力の向

上を実現するためのソリューションを提供し続けています。

出る杭を伸ばす―多様な個性で強い組織へ
ステークホルダーと共に資本市場の健全な発展をリードするのは、多様な経験を持つプロフェッショナル

です。EY新日本は、一人一人が個性と強みを発揮し、果敢に挑戦する「出る杭を伸ばす」組織文化を追求

しています。このような風土を醸成することで、さまざまなサービスや取り組みの相乗効果を生み出し、

業務の品質を向上させ、複雑な課題への解決策を見いだすことができると考えています。

EY新日本には、監査やアドバイザリーをはじめ、さまざまな領域に挑戦できる機会と、世界を舞台に活躍

できる環境が整っています。私たちは、幅広い視野をもつプロフェッショナル集団として互いに切磋琢磨

し、変化を恐れず挑戦し続けることで、ステークホルダーと共に未来を切りひらいていきます。

EY新日本で、クライアントの課題、その先にある社会の課題の解決に向けて、皆さんと一緒に取り組み

ながら、未来を形作っていける日がくることを切に願っています。

より良い社会の構築を目指して
私たちを取り巻く経済環境は今、劇的に変化しています。変革の時代の中で未来の不確実性は高まって

おり、「信用や信頼」＝“Trust” の重要性がさらに増しています。こうした環境だからこそ、私たちはク

ライアントやさまざまなステークホルダーと真摯に対話を重ね、課題を深く理解し、信頼を得ながら共

に未来へと歩みを進める「トラステッド・パートナー」でありたいと考えています。その根底にあるのは

「Building a better working world ～より良い社会の構築を目指して」という私たちのパーパス（存

在意義）です。

EY新日本は、日本で最初に設立された監査法人にルーツを持ちます。創設者 太田哲三の「日本経済

の健全な発展に貢献する」という意志は、長い年月の中で私たちのDNAに深く刻まれ、半世紀以上に

わたり、深度ある監査を通じて資本市場の信頼性を支えています。
EY新日本有限責任監査法人

理事長  松村 洋季
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私たちのパーパス（存在意義）
「Building a better working world～より良い社会の構築を目指して」。これがEYのパーパ

スです。優れた知見や高品質なサービスの提供を通して、資本市場と世界経済における信頼

の構築に貢献します。あらゆるステークホルダーに対する約束を果たすためのチームを率い

る優れたリーダーを育成していきます。そうすることで、私たちはEYメンバー、クライアン

ト、コミュニティーのためにより良い社会の構築を目指します。

世界が急速に変化する中、EYのパーパスは、40万人以上ものメンバーにとって、日々行う業

務の背景や意義を明らかにし、進むべき方向を示してくれる不動の「北極星」のような存在で

す。より良い社会の構築に向けて、私たちはデータ侵害と最前線で闘うデジタル専門家を支

援し、政府がキャッシュフロー危機を乗り越えられるよう助言し、データアナリティクスを

活用した新たな治療法の発見に貢献し、資本市場とビジネスに対する信頼を構築するために

高品質の監査を追求しています。また、AI（人工知能）サービスの統合型プラットフォームである 

EY.aiを立ち上げました。これにより、AIの透明性・信頼性を構築し、クライアント、社会、そしてよ

りインクルーシブ（包摂的）で公正な未来に向けて貢献していきます。

EYは、4つのサービスライン（アシュアランス、コンサルティング、ストラテジー・アンド・トラ

ンザクション、税務）が提供する総合的なサービスとセクターに関する深い知識を通して、ク

ライアントの皆さまが新しい機会を活用し、リスクを評価・管理し、社会的責任を果たしなが

ら成長を続けられるようサポートします。加えて、規制上の要件を順守し、投資家に対して継

続的に情報提供を行い、ステークホルダーのニーズに応えられるよう、さまざまな領域のEY

のプロフェッショナルが連携・伴走しながら支援します。

私たちは「より良い社会とはインクルーシブで持続可能な経済成長が実現されている社会

である」という考えの下、EYのメンバーおよびイノベーションへの投資を通じ、あらゆるサー

ビスの品質を向上させるための努力を継続しています。EYのパーパスを実現し、前向きな変

化を生み出す一助とするために、私たちのナレッジ、スキル、経験を活用する。そのためにク

ライアントの皆さまや、より幅広いステークホルダーと協働できることを、私たちは光栄に

思います。
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私たちEYは、長年にわたり「Building a better working world ～より良い社会の構築を目指して」を

掲げ、2016年に「Embankment Project for Inclusive Capitalism（統合的な目線による新たな資本

主義社会の構築に向けた取り組み）」に参画し、2020年9月に公表された世界経済フォーラム（World 

Economic Forum、以下WEF）ステークホルダー資本主義指標の策定に関わりました。日本でも2020年7月

にはLTV推進室を設置しています。

これまでの資本主義社会においては、競争優位性や収益性、株価など、比較的短期的な視点での施策

に重点が置かれてきました。近年は、これまで社会貢献的な企業活動として位置付けられてきた、より

長期的な視点で社会や環境に提供する価値、さらには消費者や人材に提供する価値も、企業価値を構

成する要素として認識され始めています。

私たちは、ステークホルダーである企業、政府、社会、機関投資家に対して、長期的視点を持った企業・

産業の変革に貢献するプロフェッショナルサービスを提供し、ステークホルダーの集合体である経済

社会そのものの変革・整流化にも挑戦しています。これを実現するためには、私たち自身の変革も必要

となります。そして、社会の範となるべく、持続可能な企業市民の在り方を自ら追求していきます。

私たちのパーパス（存在意義）に共感するステークホルダーに伴走して変革を呼び起こし、次世代に

つながるより良い社会を持続的に構築していきます。

「長期的」に「持続可能」かつ「インクルーシブ」な成長を実現するための手助けをする。これがEYのパーパスである

「Building a better working world～より良い社会の構築を目指して」が掲げる取り組みです。その実現のために

は、あらゆるステークホルダーを視野に入れ、単に短期的財務価値を追うのではなく、非財務的価値も定め、企業とし

て持続可能な長期的価値の創出を目指す必要があるとEYは考えます。

EY Japanでは、不確実かつ新たな時代における長期的視点での価値創造実現に向けて、クライアント、経済社会、

自分自身（自社）それぞれにおける活動方針を定めました。

長期的な視点で企業・産業の変革を支え、企業価値の最大化に「貢献」します
日本の経済社会が抱える課題を念頭に置きながら、各種コンサルティング領域において、長期的視点に基づく経営

戦略構築や変革を支えるとともに、企業価値の最大化に貢献します。また、非財務的価値の評価や保証などの業務

提供を通じて、企業の長期的成長を支援します。

より良い社会の構築に向けて、
長期的な視点で経済社会システムそのものの変革・整流化に「挑戦」します
水素や再生エネルギー、脱炭素、マイクロバイオーム（微生物）の活用やシンバイオ（合成生物学）、loTからloBへの

移行、人間拡張テクノロジーなど、新たな産業が生まれており、私たちは、このような産業の創出を支援するだけで

なく、評価方法の確立、その評価指標下での資本市場の健全性担保に貢献します。

私たちが社会の範となるべく、持続可能な企業市民の在り方を自ら「追求」します
「より良い社会の構築」を実現するためには、あらゆるステークホルダーに長期的価値をもたらす必要があることを、

私たちはビジネスリーダーとして認識しています。このためには、私たちEY Japan自身の変革も必要となります。

その実現に向けてはさらに、「ガバナンス原則」「地球環境保護」「最良の人材」「社会的価値創出」の4つのテーマに

ついて、活動内容とKPIを定めて取り組みます。

クライアント

経済社会

自社

Long-term value（LTV）

EY Japan LTVビジョンEY Japanの取り組み

自社

クライアント 経済社会

長期的視点での
価値創造

ガバナンス原則

地球環境保護

最良の人材

社会的価値創出

「Building a better working world
～より良い社会の構築を目指して」の実践

100%
腐敗防止と不正や非倫理行動を防ぐ取り組み

Zero
オフィス電力の再エネ利用率

↓86.1%
FY25以内に100％達成
（2019年度比）

100%
フレックス＆リモート導入率

20社
FY25までにDE&Iプリファードサプライヤー
登録社数

約99万人
EY JapanのEY Ripples活動が人々の
生活にポジティブな影響をもたらす数

長期的価値

Long-term
 value

（LTV

）
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EY（Ernst & Young）
EY（Ernst & Young）は、ロンドンを本部所在地とし、150カ国以上の国と地域へ約40万人を擁する、
アシュアランス、税務、ストラテジー・アンド・トランザクションおよびコンサルティングサービスを提供する
プロフェッショナルファームのグローバルネットワークです。Americas（北・中・南米）、Asia-Pacific（アジア・パシフィック）、
EMEIA（欧州、中東、インド、アフリカ）の3つのエリアから成り立っています。
（2024年6月時点）　

150カ国以上の国と地域　
約400,000人

組織概要

監査・保証業務、アドバイザリー
サービスで構成され、高い専門性
とEYのグローバルネットワークや
テクノロジーを活用して、クライア
ントの皆さまの長期的価値の創出
をサポートします。

■監査・保証業務
■FAAS 
（財務会計アドバイザリー）
■CCaSS
（気候変動・サステナビリティ・サービス）
■Forensics 
（Forensic & Integrity Services）
■Technology Risk
■企業成長サポート

日本国内外の企業・個人に対して、
税務アドバイザリーおよび税務コン
プライアンスにおいて、E Yの豊富
な実績とテクノロジーを最大限に活
用し、クライアントの期待に応える
サービス提供を心掛けています。

■企業税務アドバイザリー・ 
   税務コンプライアンス 
■国際税務戦略およびM&A・組織再編 
■間接税戦略
■グローバル規模の人材マネジメント
■税務・経理・会計・給与計算・
   労務アウトソーシング

さまざまな業種・業界におけるプロ
フェッショナルで構成されるケイパビ
リティとセクターが相互に連携し、プロ
ジェクトごとに最適なチームを結成し、
あらゆる企業課題に対しスピーディー
な対応を実現します。

■リスク 
■テクノロジー 
■ピープル 
■クロスセクター

企業戦略の立案から実行までの支援
を主軸とし、M&Aやダイベストメントな
ど複雑なトランザクションに関わるビ
ジネスサイクルの局面で、企業の長期
的な価値創造に資する意思決定をサ
ポートします。

■トランザクション・アンド・ 
   コーポレート・ファイナンス （M&A）
■国際税務・トランザクション

EY Japan

EY新日本有限責任監査法人 EY税理士法人 EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社

アシュアランス
サービス 税務サービス コンサルティング

サービス
ストラテジー・アンド・
トランザクションサービス

EMEIA
（欧州、中東、インド、アフリカ）

約157,000人

Americas
（北・中・南米）
約93,000人

Asia-Pacific
（アジア・パシフィック）

約69,000人
※2019年7月1日付で、

   EY JapanとEY Asia-Pacificが 
   統合しました。

EY新日本有限責任監査法人　事業部の編成と業務範囲
グローバル業務やIPO業務を含む多様な業務を経験できる機会が、多くの事業部にあります。

グローバル総収入：約512億米ドル

Japan 約13,000 人
※EY Japan全メンバー数です。

EY新日本有限責任監査法人
EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）
EY税理士法人
EY弁護士法人 ほか

EY Japan 4サービスライン
EY JapanはEYの日本におけるメンバーファームの総称です。EY Japanはアシュアランス、税務、ストラテジー・アンド・トランザクションおよびコンサルティング
サービスなどの各社のプロフェッショナルが相互に連携し、案件ごとに最適なチームを編成し、サービスを提供しています。
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y
 

R
is
k
事
業
部

C
Ca
S
S
事
業
部

多種多彩な監査業務（複雑性・規模）

IPO監査・IPO業務（アドバイザリー）

各種セクター活動

サステナビリティ関連業務

パブリック

グローバル業務（日系グローバル・外資系リファーラル）

非監査／ IFRSアドバイザリー業務

地区事務所

※以下の図はリクルートに特化した部署を抜粋しています（2025年7月1日）　（2024年9月30日現在）　

※Globalサポート部門
　約75,000人含める。

ストラテジー・アンド・トランスフォーメーション
■EYパルテノン（戦略コンサルティング）
■ビジネスコンサルティング
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変化をチャンスに変え、一歩先の未来を実現するために、イノベーティブな監査法人であり続けるEY新日本には、一人一人を尊重し、
成長できる環境が揃っています。変化の先へあなたと共に。EY新日本は、経済社会の円滑な発展に貢献していきます。

数字で見るEY

EY at a glance
EY

 at a glance

■全世界のEYオフィス数

  150以上

■全世界のEYメンバー数
　　（2024年6月末現在）

   約400,000人

　    （グローバル）

   約13,000人

　    （日本）

■JBS※オフィス数・メンバー数

     100都市以上

　    約650人

※EYでは日本語の対応が可能なプロフェッショナル
を主要都市に配置しており、そのサービスをJBS
（ジャパン・ビジネス・サービス）といいます。

■フレックス＆リモート導入率

 100%（日本）

■健康経営優良法人（大規模法人部門）

 4年連続認定

■EY Badges※取得数 （FY24）

 849個　累積3,732個（日本）

■サービスライン別業務収入と成長率
　（EY全体）

■業務収入
   （FY24）

 51.2億米ドル

   （グローバル）

 254,769百万円

   （日本）

■対前年比成長率
   （FY24）

 3.9%

   （EY全体）

 9.4%

   （日本）

■多様な認定制度
    デジタル人材認定制度・IPO認定者制度・

                                 1,000人以上取得（日本）

■育児休業および配偶者出産休暇※取得率（男性）

 87.4%（EY新日本）

■産休を取得した女性の継続就業率

 94.2%（EY新日本）

■産後休業後の育児休業取得率（女性）

 100%（EY新日本）

「PRIDE指標」において

「レインボー」を4年連続、

最高評価の「ゴールド」を8年連続受賞（日本）

■「女性が活躍する会社BEST100」において
　　（日経WOMEN/日経BP社発行）

　総合1位に選出（日本）

■「働きがいのある会社ベスト100」

 26年連続選出（グローバル）

※EY Badges データサイエンスやAI、リーダーシップなどの将来に焦点を当てた貴重なスキル
を獲得し、EYのメンバーやより広いマーケットと共有するために立ち上げられた資格制度。
世界水準とも連動しており、単なる社内資格でなく、キャリアを通じて保持される資格情報と
みなすことができる。

業績・成長  Performance/Growth グローバル  Global

働き方  WLB

育成  Learning & Development 　多様性  Diversity

クライアント  Client 

業績 世界のEY

健康経営

社内認定制度 女性活躍

LGBT＋に関する取り組み

育児休業取得

働きがい・働き方

海外経験

監査 IPO

IT

パブリック

金融 サステナビリティ

■ 2024年監査シェア（日本）
　クライアント数（監査・上場）

 　  1位 

■監査シェア（2020年から5年間累計）
　（グローバル&日本）

   1位 （グローバル）

   1位 （日本）

■GAFA※の4社すべてがEYの
　クライアント（グローバル）
    （2025年5月1日現在）

※GAFAはアメリカの巨大IT企業のGoogle、Apple、
　Meta（Facebook）、Amazonの略称です。

■ 2024年監査シェア（日本）

■インフラ・公的金融1位

■教育1位

■ヘルスケア1位

■ 2024年監査シェア（日本）

■都市銀・地銀（上場）1位

■公募ファンド（時価総額）1位

■サステナビリティ関連の
    クライアントサービス

 20,000 社

    （EY全体）

■データ分析の高度化
EY Helixの中核分析ツールであるGeneral Ledger Analyzerを
利用している監査業務の割合 ※対上場会社監査業務（2024年6月30日現在）

デジタル Digital

投資額  活用割合

■テクノロジーへの投資

 約1,400億円※

　次世代監査・保証統合
　プラットフォーム
　　
　　※ グローバルの投資予定額（2022年から4年間）

対上場会社監査業務　97.7%（日本）

※出産日前後3カ月以内に有給5日
間、無給5日間の10日間。分割し
て取得することが可能

セクター認定者
制度において

幅広い監査業務の経験（金融・グローバル・IPO・パブリック・デジタルなど）

Consulting

Tax Assurance

成長率 : 0.1% 
業務収入 : 
15.6US B$

Strategy and 
Transactions
成長率 : 2.3% 
業務収入 : 
6.2US B$

成長率 :6.3% 
業務収入 : 
17.3US B$

成長率 : 6.3% 
業務収入 : 12.1 US B$
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Smart
Audit

Digital
Trust

Professionals
& CoEs

Assurance 4.0

先端テクノロジー活用でリアルタイムな
データ連携、グローバル共通のセントラ
ル監査を実現してリスクを早期に検知す
るとともに、セクター知見を生かしたイ
ンサイトを提供する

公認会計士や IT専門家のみならず、デー
タサイエンティストやエンジニアなど多彩
なプロフェッショナルが一体となり、次代
のデジタル監査・保証サービスを担う

データやテクノロジーを利用したクライ
アントの内部統制（アナリティクス、サ
イバーセキュリティ、データガバナンス
など） に対して第三者の立場で助言、評
価、保証する

「オペレーション」「アナリティクス」「オー
トメーション」の3つのCoEが次代のデジ
タル監査・保証サービスを組織的に支援

3つの CoE （Center of Excellence）
多彩なプロフェッショナル

次代のデジタル保証サービス次代のデジタル監査サービス

グループガバナンス向上に貢献 デジタルガバナンス向上に貢献

知の深化 知の探索

A
ssurance Innovation
Assurance Innovation
アシュアランスイノベーション（会計監査の DX）
私たちはヒトとデジタルを融合させ、クライアントとのコミュニケーションを深化させることで、
「双方の生産性向上」「監査品質の向上」「リスク検知やインサイト提供」による価値の実現を開始しています。

Assurance 4.0への挑戦（EY新日本の未来のビジネスモデル）
Assurance 4.0とは、資本市場の信頼性向上とデジタル社会の健全な発展のために、EY新日本が追求する次代の監査・保証サービスを提

供するビジネスモデルです。

さまざまなデータと最先端のテクノロジーの活用をさらに推し進め、より効率的で深度ある監査、インサイトの提供を実現します。そして、

会計監査で培った知見を生かし、今後社会インフラとしても重要性を増すデータやテクノロジーについて、第三者の立場で保証を提供して

いきます。

Assurance 4.0実現に向けたデジタルとヒトの変革
私たちが目指す次代のビジネスモデル実現のために、「デジタルとヒトの変革」に取り組んでいます。監査プロフェッショナルの働き方を変

えるとともに、見積項目など専門的な分析・判断を要する手続きへの注力、リスクの早期共有や価値ある洞察の提供など、監査先企業とのコ

ミュニケーションを深化させます。これらの変革により、「サプライズをなくすリアルタイム監査」「グローバル共通のセントラル監査」「インサ

イトを提供するセクターフォーカス監査」を実現し、監査先企業のグループガバナンスの向上への貢献を目指しています。

【Operation】監査アシスタントとDSC、会計監査確認センター

監査プロフェッショナルの補助業務や専門的な判断を伴わない付随業務

は、監査アシスタントや新潟と名古屋に設置したデリバリーサービスセン

ター（DSC）が担っています。また、確認手続きでは、EY新日本も出資して

いる会計監査確認センターを利用して、監査先企業、監査プロフェッショ

ナル双方の生産性向上に貢献しています。

【Analytics】 データキャプチャスペシャリスト

データドリブン監査の進展によりデータ抽出、転送、加工などといったデ

ジタル技術を要する作業は、データキャプチャの専門家が担当しています。

【Automation】 ロボットを活用した監査業務の自動化

母集団データからの検証対象の選定や、汎用性が高く自動化が可能な手続き、

監査調書の作成について自動化を進めています。RPA（Robotics Process 

Automation）による業務プロセスの自動化、有価証券報告書などの開示チェッ

クや文書比較を行う自動化ツールの開発も行い、利用が進んでいます。

さらに、会計システムと監査ツールとのAPI連携を進めており、この連携は監

査対応負担軽減や迅速な監査完了による決算早期化にも寄与します。

価値を届ける人

エントリー
レベル1

レベル2
レベル3

レベル4
レベル5

ビギナー
エキスパート

アドバンスド
マスター

価値を創る人

活用する 開発する理解する
デジタルアセット・ツールを

EYメンバーが
基礎的なスキルとして
到達するレベル

新たなリスク要因

新たなリスク要因

SCOTsおよび
重要な開示の理解

 アサーションレベル

起こり得るエラー

リスク要因

ビジネスや取引形態の変化

データファースト
アプローチ

ビジネスおよび
ビジネス環境の理解

■
■

■

 財務諸表全体レベル
 アサーションレベル

重要な
虚偽表示
リスク

全量データ分析
●：取引　■：監査範囲　■：正常な取引範囲（推定）　 ：リスクのある異常値

             データの連携と分析手法の変革（AIとセクターナレッジの活用により分析が高度化しています）
■ AIと全量データを活用したリアルタイムなリスク識別の追求
監査現場に浸透している監査プラットフォームや全量データへの分析手法に加え、潜在的なリスクへ個別的な対応を可能にするセクターナレッジを組み合わせ

たデジタル監査ツールの開発と、監査現場への適用を積極的に進めています。

             人材とプロフェッショナルサービスの変革（デジタルリテラシー向上施策を多数展開しています）
■監査プロフェッショナルの進化とテクノロジー人材の関与
デジタルを活用した新たな価値を提供するために、テクノロジー人材の関与に加え、ヒトとデジタルの効果的な融合と、デジタルリテラシーにより監査プロ

フェッショナルを進化させています。クライアントのDX、データやテクノロジーに対する理解を深め、クライアントサービス提供に必要なスキル習得・向上を加

速させ、新たな価値を提供できる人材へと変革するための育成メニューが充実しています。

AIとセクターナレッジの活用
AIによる機会学習や統計学的手法とセクターナ

レッジを組み合わせて、業種に応じた分析ツール

を開発し適用を進めています。

リアルタイムな監査
継続的監査手法は、AIと全量データを活用し

たリアルタイムなリスク識別の追求を目指す未

来の監査の1つの形です。

基幹システムとの常時接続による全量データ

の自動取得に加え、EY新日本の分析ツールへ

の自動転送、多面的な分析の実施など、一部の

監査手続きについて、特定領域におけるすべて

をリアルタイムに完結する仕組みの構築を進め

ています。

■ Digital Fluency Program
全メンバーを対象に、一人一人のデジタル領域のス

キルセットを測定し、個人の習熟度に応じた研修・育

成を実施することで、プロフェッショナルとしての能

力やスキルの再開発を支援しています。

データファーストアプローチ
取引の変化、特性が直接反映されている全量

データへの多面的なデータ分析を行うことで、よ

り広範囲かつ細部にわたる検証が可能となり、潜

在的なリスクへのタイムリーな対処が可能です。

■デジタルリーダー育成プログラム
監査現場でデジタルテクノロジーを利活用し、その

結果をクライアントに訴求できるリーダー育成を

目指した選抜型のプログラムを職階別に用意して

います。

GradLab：スタッフ対象。

Senior eXpo：シニア対象。

DigiGEN：マネージャー・シニアマネージャー対象。

■テクノロジー人材向け
    キャリアフレームワークの導入
データ＆テクノロジー領域の専門人材を定義し

て役割の透明性と可視性を高め、テクノロジー

人材の採用、スキル向上とキャリア開発を加速

させることを目指しています。

■デジタルリテラシーの向上

  変革1    担い手とプロセスの変革（分業と自動化が進んでいます）
■ CoEの活用とオートメーションの推進
監査業務の担い手とプロセスの変革を進め、2023年までに232,000時間を自動化により削減し、1,919社がCoEへの業務の移管を進めました。

変革2

変革3

テクノロジーの8つの専門分野

クライアントコミュニケーションの深化

価値 双方の生産性向上 監査品質の向上 リスク検知やインサイト提供 資本市場の信頼性の向上
デジタル社会の健全な発展

目指す姿
Smart Audit

グローバル共通の
セントラル監査

インサイトを
提供する
セクター

フォーカス監査

サプライズを
なくす

リアルタイム監査

•

•データの連携と分析手法の変革

人材と担い手の変革

テクノロジーと監査メソドロジーの融合

EY Assurance 4.0 継続的監査手法Assurance3.0精査的手法Assurance 2.0 試査Assurance 1.0 精査

デ
ジ
タ
ル

ヒ
ト

データ自動連携

AIの活用

データアナリティクスの導入

テクノロジー人材の関与 × デジタルリテラシー向上
グローバル
セクター

ヒトからロボットへ
ヒト（会計士）からヒト（監査アシスタント）へ

監査プラットフォームの利用

監査プロフェッショナル
の進化

CoEの
活用

グループ
ガバナンス
向上に貢献

紙で提出監査先
企業 デジタイゼーション デジタライゼーション デジタルトランスフォーメーション

データで提出 ERP常時接続

個人のレベルに合わせた研修を実施
上記のほか、デジタル人材認定制度についてはP25を
参照ください。

EY新日本が目指す未来の監査・保証の姿「Assurance 4.0」
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深度ある監査を実現するセクターナレッジ活動
EY新日本が常に意識しているのは、「世の中の変化に敏感であれ」という姿

勢を貫くことです。私たちは、クライアントの業界について深く学び、さまざ

まな情報を収集したうえで目の前の情勢と照らし合わせ、クライアントと各監

査チームが最適解に辿り着くためのインサイトを提供しています。そして、こ

れらの取り組みにより業界の動向や経営アジェンダを深く理解することがで

き、深度ある監査を実現し、監査品質を高めることにつながっています。

インサイトを生み出す土台
各監査チームが守秘義務を順守し、セクターナレッジ活動に参加することに

より、各セクターをリードするクライアントでの経験が生かされますが、それ

だけでは十分ではありません。セクターナレッジでは外部有識者の招聘・講

演、EYのグローバルネットワークやEY内の各専門家からの情報共有、業界

団体との連携といった活動を行うことにより、常に最新の社会情勢にキャッチ

アップしています。これにより、監査品質およびクライアントにとって有用な

インサイトが生み出されると考えています。

　　　　消費財・小売

 消費財・小売・外食業では、賃上げなどによる所得環境の改善や物価上昇によ

る消費の減速懸念など、取り巻く環境が大きく変化しています。

このような環境の中、各企業では新たなビジネスの模索も行っています。特

に、顧客データを活用し、データに基づくビジネス手法への変化が生じていま

す。今後、ECサイトの拡大や、リアル店舗とECの融合など、販売チャネルが大

きく変化するものと思われます。

消費財・小売セクターでは、新たな業務フローの理解に加え、テクノロジーを

活用した監査手法の研究も進めています。

特にEC売り上げにおける新たな不正リスクへの対応や店舗損益データから

異常値を検出する高度な分析や、ビジネスの変化に応じた効果的な監査の手

法に取り組んでいきます。

　　　　モビリティ（自動車）
日本経済の基幹である自動車産業は、次世代自動車の開発競争の激化やグ

ローバル・サプライチェーンの再構築など経営環境が大きく変化しています。

自動車セクターの各監査チームはEYグローバルネットワークの「AM&M  

Analytics Suite」というデータベースを活用しながら、海外EYオフィスとの

コミュニケーションを日常的に行い、クライアントのグローバルベースの課

題解決に取り組んでいます。

自動車セクターの監査チームでは、比較的若い年次で海外往査などを経験す

るメンバーも多く、グローバルに強みを持つキャリア形成に役立ちます。この

ような豊富なキャリアを持つメンバーが定期的あるいは臨時に集まり、直面す

る課題について意見交換する場をセクターナレッジでは運営しており、さらな

る高みを目指しています。

　　　 金融
　　　（銀行・証券・保険）

金融業界は変革の時代

を迎えており、伝統的

な銀行や保険会社だ

けでなく、FinTech分

野における異業種の

参入、I P Oが盛んに

行われています。ま

た、オルタナティブ投

資も増えつつあり、多

様な資産運用を繰り広

げています。さらに、クラ

イアントの「グローバル化」

「サステナビリティ」や「デ

ジタルトランスフォーメーション

（D X）」といった新しい視点が求

められ、高度な専門知識を持つ金融

の専門家への期待が高まっています。ま

たクライアントからの期待は、金融商品に関す

る知識だけでなく、投資を通じたベンチャー企業の

支援や事業再生、M&A（合併・買収）などのビジネス評価にま

で広がっています。金融事業部では、このようなクライアントからの期待

に応えるために、多国籍で多様な専門家を集め、独自の財務会計のアドバ

イザリーチームも設置しています。そのため、金融商品会計や IFRS（国際

財務報告基準）の導入、内部統制、M&A、海外進出支援、気候変動リスク対

応、リスク管理などのコンサルティング案件では、各分野の専門家と協力す

る機会が豊富にあります。さらには、独自の研修制度も充実しており、金融

専門の研修やアクチュアリーおよび証券アナリスト資格取得の支援、金融

専門のプロフェッショナルとなるための独自の新人研修や若手育成プログ

ラムが整っています。キャリアのスタート時には金融の知識や経験がなく

ても、真の金融プロフェッショナルとして活躍するための環境をしっかり整

備しています。

　　　 不動産・ホスピタリティ・建設（不動産）
不動産業では、回復したインバウンド需要が堅調である一方で、為替や資材価

格の変動など外部環境の変化により、オフィスや住宅をはじめ、ホテル、商業

施設など広い範囲で、マーケットや企業活動に変化が見られます。また、会計

基準（特に新リース会計基準）や監査基準の変更への対応、Digital Auditや

Long-term valueの推進についても重要な課題です。

これらに対応すべく、税務やトランザクションのプロフェッショナルも交えて、会

計上・監査上の論点を中心に定期的なディスカッションや情報共有、研修などを

実施しています。

ナレッジの外部発信も積極的に実施しており、YouTube動画の配信、不動産を

テーマにEY Japan各サービスラインの知見を結集した書籍

の企画なども常に行っています。

         ガバメント・パブリック

パブリック分野では国、自治体、

特殊法人、独立行政法人、公益

法人、学校法人、医療法人と

いった多様なプレーヤーが

活躍しており、その業務は

地方創生・ヘルスケア・教

育といった身近な業務

から、マクロ経済政策

の遂行や途上国支援、

宇宙ビジネスといった

worldwideな業務ま

で多岐にわたります。

この多種多様な分野に

対応できる人材を育成

するため、分野別に6つ

のチームを編成し、最新の

会計・デジタル技術を含めた

監査に関するナレッジの蓄積、

品質ツールの作成、内外に対す

る情報発信や研修・セミナーなどを

行っています。さらに、パブリックの司令

塔としてPAC（パブリック・アシュアランス・セ

ンター）を設置し、アドバイザリーチームや地区事

務所との連携により、監査のみならずアドバイザリーに関

する専門性の向上と、全国どの地域においても活躍可能な、多様

性のあるキャリアパスの実現に取り組んでいます。

          製造業・化学
製造業において今や国境や市場の境はありません。各国の政治情勢や災

害、他市場の需給バランスの変化など、世界中で日々起こる変化が事業に

大きく影響しています。また、デジタル技術の革新とSDGs達成の要請は、

著しいビジネス環境の変化をもたらしています。

私たちは、多数の製造業の監査業務を経験し、業界特有の財務会計を熟知

した専門チームです。EYのグローバルネットワークを駆使して各国のチー

ムと密に連携し、きめ細かく把握した事実に基づき早期にリスクに対する

警鐘を鳴らして、対応策の提案・フォローアップを行っています。監査を通

じ、EYチーム一丸となってクライアントをサポートし続けます。

化学といってもその範囲は広く、例えば半導体やリチウムイオン電池など

に用いられる先端素材、高機能化学繊維、農薬、医薬品などジャンルは多

岐にわたります。また上流の基礎原料から中流の誘導体、下流の素材・電子

材料製品などの製造に至るまで、幅広い分野を網羅する多くの企業の監査

を担当しており、業界全体にわたり深いナレッジを有する点が特徴です。ま

た最近では、地球環境改善へ大きな役割を期待されている業界でもあり、

SDGsなどへの各社の取り組みの開示など、ナレッジ活動を通じた、さらな

る情報共有が注目されるセクターともいえます。

セクターナレッジ活動の事例

　　　　　 監査現場の対応力の強化をもたらす体制

あらゆる業界でビジネス環境は複雑化、高度化、多角化の一途を辿ってお

り、セクターナレッジ活動もそれに対応すべく、部署やサービスラインの垣

根を越え、グローバルな規模でも連携しながら進められています。セクター

ナレッジには各監査チームに加え、高度な専門性を有する部門からもメン

バーが参加して、定期的な会議や、高品質な監査手法を開発する活動を行っ

ています。これにより、現場で得られる最新情報や直面した課題を適時に収

集・検討し、法人内のニュースレターなどで発信できる体制となっています。

また、各セクター活動において、知識や経験が豊富で、貢献度が特に高いと

認められた人材を、セクター認定者として認定し、EY新日本内外での活躍を

促すことによって、セクターナレッジ活動の効果をさらに高めています。

　　　　     部門横断的なコラボレーション

EY新日本はセクターナレッジ活動を通して、最新の技術に各セクターの特性

を反映した有効な監査手法を探求してきました。その過程で得られた知見を

生かし、デジタルとセクターナレッジの組み合わせにより開発された監査ツー

ルは監査の品質をより高めています。また、部門を横断する取り組みは、デジ

タルのみならず業界ごとに特性の異なる領域ごとに広く行われています。

例えば、サステナビリティ

情報開示については、サ

ステナビリティ開示推進

室と連携し、公表情報の

分析等を行って知見を蓄

積し、法人内外に向けて

発信しています。

　　　　

                  情報の発信による社会的価値の実現へ

EY新日本は、アウトプットにも力を入れています。セクターナレッジ活動を通じ

て獲得した最新の知見で世の中に幅広く貢献しうるものは、外部セミナーや

YouTube動画、専門書籍、情報センサー（会計などの専門的情報を掲載する刊

行物）、企業会計ナビ（オウンドメディア・コンテンツ）といった多様なチャネルで

一般にも公開しています。最近では、サステナビリティ情報に関する開示動向

情報や、新会計基準に関する情報・セミナーなどを積極的に発信しています。

非財務情報開示の情報収集
セクター サステナビリティ開示推進室

ビジネスの特徴を踏まえたデジタル監査推進

セクター アシュアランスイノベーション本部

部門横断的なコラボレーション

Sector Knowledge
セクターといえば EY

Sector K
now

ledge

EY新日本は業種別にセクターナレッジ活動（業界知識の探求）に注力することで、
事業の特性を踏まえた深度ある監査と、事業に対する深いインサイトを提供しています。 取り組み1

取り組み2

取り組み3

セクター 
ナレッジ 
コンテンツ

YouTube

企業
会計ナビ

 

情報 
センサー書籍出版

9冊

本

24件

15
セクター

 ■バイオベンチャー企
　業における会計処理
　の論点

 ■自動車業界における
 　気候変動開示の
 　ポイント

 ■業種関連書籍

■業種別会計シリーズ

14

※2022年7月～2025年6月の外部発信

テクノ
ロジー

メディア
エンターテインメント

アセット
マネジメント

テレコム保険

商社銀行・証券

石油・天然ガス消費財・小売

鉱業・金属

電力・
ユーティリティ

ライフサイエンス不動産・
ホスピタリティ・建設

モビリティ

製造業・化学

ヘルスケア
ガバメント・
パブリック

各監査   チーム

監査現場で　の最新情報と
セクターナレッ　ジの相乗効果で、

 対応力の強化をも　たらす好循環を創出

経営者目線　の情報提供

実態に即し　た監査判断

顧客課題　に迅速対応

セクター　ナレッジ

部門横断的なコ　ラボレーション

情報共　有・討議

テーマ別の　研究・研修
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バック
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People who demonstrate
integrity, respect, teaming  

and inclusiveness.

誠実、相互の敬意、協働、 
インクルーシブな精神の実践

EYには世界150カ国以上の国と地域に約40万人を擁し、アシュアランス、税務、ストラテジー・アンド・トランザクション
およびコンサルティングサービスを提供するプロフェッショナルファームのグローバルネットワークがあります。
EY新日本もEYのメンバーファームとなっています。

EYのグローバルネットワークとEY Japan

理念の追求に当たって、EYでは世界中の全メンバーが共有すべき組織の根幹をなす価値観として、以下の3つを掲げています。 

これらの価値観は、私たちの在り方を定義するとともに、組織文化の基盤となっています。

監査クライアントの企業活動のグローバル化に伴い、高品質な監査の実現のためには、クライアントビジネスの多国籍展開に
対応したグローバル監査が必要です。EYは強固な世界的ネットワークを有しており、当該ネットワークがグローバル・ワン・チームを
しっかりと支えることによって高品質な監査の提供を実現するとともに、クライアントのニーズへの対応も実現しています。

グローバル・ワン・チームを支えるネットワーク

Global Network

EYの価値観 グローバル・ワン・チームの組成のためのネットワークの活用

EYのメンバーファームとは

EYのメンバーファームは業務提携を結ぶ法人の

集団であり、法的にはそれぞれが独立した組織

となっています。各メンバーファームの義務と責

任は、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リ

ミテッド（Ernst & Young Global Limited、以下

EYG）が定めた規則およびその他の種々の契約

の順守によって果たされています。EYGは英国の

保障有限責任会社で、グローバルネットワークが

効率的に機能するために、メンバーファーム間の

調整役や連携の促進役を務めています。各国で

適用される法令・規制の順守が優先されると同

時に、各メンバーファームによる専門的な判断が

制御されることもありません。すべてのメンバー

ファームは「Building a better working world」

というパーパスを共有し、共通の価値観や品質、

そして「職業的懐疑心」にコミットメントすること

で結束しています。

「職業的懐疑心」とは、誤りや不正による虚偽表

示の可能性について常に注意を払い、監査証拠

をうのみにせず批判的に評価する姿勢のことで

す。今日のグローバル市場においてEYの統合的

なアプローチは、グローバルに多くの事業拠点を

有するクライアントに高品質の監査を提供するう

えで重要な役割を果たしています。

EY新日本とEYとの関係性

EYはEYGのグローバルネットワークで、EYGとメ

ンバーシップ契約を締結している単体または複数

のメンバーファームのことを指しています。EYG

は英国の保証有限責任会社で、グローバルネッ

トワークが効率的に機能するために、メンバー

ファーム間の調整役や連携の促進役を務めてい

ます。EY新日本は2003年8月にEYGとメンバー

シップ契約を締結し、EYのメンバーファームの一

員となりました。

EYのエリア、
リージョン、カントリーとは

エリア、リージョン、カントリーとは、EYのメンバー

ファームのオペレーションの区分単位です。先述し

たようにEYの各メンバーファームは法的に独立し

た組織で、最小単位の区分は在籍国（カントリー）

となります。これに対し、最大単位の区分がエリア

です。EYでは、Americas （北・中・南米）、EMEIA 

（欧州、中東、インド、アフリカ）、Asia-Pacific （ア

ジア・パシフィック）の3つのエリアに区分してい

ます。その次の区分がリージョンで、日本はAsia-

Pacificエリアにおける最大級のリージョンです。

リージョンは、単一もしくは複数のカントリーから

構成されており、日本リージョンは、EY Japanとし

て単一のカントリーで構成されています。

People with energy,  
enthusiasm and the 

courage to lead.

People who build  
relationships based on  
doing the right thing.

人々をリードする活力、 
情熱、勇気の保持

正しいことを実行することによる 
信頼関係の構築

G
lobal N

etw
ork

EYのグローバルネットワークとJBSネットワーク
EYは、海外子会社監査チーム（海外EY監査チーム）と主体的かつ密接にコミュ

ニケーションを図る体制として、全世界150以上の国・地域に700を超える拠

点をつなぐグローバルネットワークを有しています。

また、日系企業の海外ビジネスを支援するためのネットワークとして、世界

約100の主要都市に650名を超えるプロフェッショナルを配置したJapan 

Business Service（JBS）を有しています。

EYの強固なグローバルネットワークを
最大限に活用する取り組み
グローバル監査の実務においては親会社監査チームによる適切な各国の

実務管理・監督およびコミュニケーションが欠かせません。これらのグローバ

ル対応力を発揮する上では、親会社監査チームの統率力、課題の早期認識

ならびに解決方針の検討指示などの実務対応力に加えて、海外ネットワーク

ファームと協働するための相互理解や緊密な連携関係を維持するために必要

なコミュニケーション力が重要となります。こうした総合的なグローバル対応

力を維持するために、EYは駐在派遣などの人的交流や海外での実務経験者

の増強ならびにコミュニケーション能力開発などにも積極的に取り組んでい

ます。

このような取り組みにより、結束力が強く質の高いEYグローバルネットワー

クが最大限に活用されることで、効果的かつ効率的なグローバル監査が可能

となることに加えて、クライアントのニーズにも応えることができます。

日系企業の海外ビジネスを支援するJBS

■日系企業へのサービス提供に関する専門家集団である
　海外JBSメンバー
上記のEYの取り組みとして、グローバル・ワン・チームによるネットワークを支

えるのがJBSです。海外におけるJBSメンバーは、日本からの駐在員および現

地にて採用されたプロフェッショナルから構成される日系企業へのサービス

提供に関する専門家集団です。

ドバイ
ルアンダ
リード
レディング
ロンドン
ミラノ
グルガオン
チェンナイ
ニューデリー
ノイダ
ベンガルール
ムンバイ
マスカット
アムステルダム
ロッテルダム
リマソール
チューリッヒ
ストックホルム
バルセロナ
プラハ
デュッセルドルフ
ハンブルク
フランクフルト
ミュンヘン

JBSメンバー数　188名
うち日本からの駐在員　　　 24名

JBSメンバー数　242名
うち日本からの駐在員　　　 67名

JBSメンバー数　228名
うち日本からの駐在員 　　　　25名

イスタンブール
オスロ
ブダペスト
パリ
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ブリュッセル
ワルシャワ
リスボン
ヨハネスブルク
マプト
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ジャカルタ
アデレード
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ブリスベン
メルボルン

ソウル
プノンペン
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シンガポール
コロンボ
バンコク
新竹

台中
台南
台北
高雄
桃園
アモイ
広州
杭州

上海
長沙
深圳
成都
蘇州
大連
天津
武漢
北京

香港
マカオ
オークランド
マニラ
ハノイ
ホーチミン
クアラルンプール
ヤンゴン

アーバイン
アトランタ
インディアナポリス
カンザスシティ
コロンバス
サンフランシスコ

サンノゼ
シアトル
シカゴ
シンシナティ
ソルトレークシティー
ダラス

デトロイト
ナッシュビル
ニューヨーク
ニュージャージー
ヒューストン
フェニックス
マイアミマクレーン
ミネアポリス
ラスベガス
リッチモンド
ローリー
ロサンゼルス
ブエスノスアイレス
トロント
バンクーバー
サンパウロ
リマ
メキシコシティ

EMEIA Asia-Pacific Americas

日系企業の海外ビジネスを支援するJBSネットワーク

被監査会社

海外拠点

日
本
国
内

海
外
各
地

非監査会社

JBSネットワーク
緊密な連携

適切なコミュニケーション

適切なコミュニケーション

親会社監査チーム

海外EY監査チーム

■地域別JBSメンバー数と各地域のJBS所在都市（2024年7月1日現在）
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サステナビリティに対する取り組み
EY新日本は「Building a better working world」を実践するため、全てのプロフェッショナルが、サステナビリティ関連業務に
携わることができ、業務を通じて社会のサステナビリティ実現に貢献できる環境の整備を進めています。

Sustainability

サステナビリティと会計士の関係 サステナビリティ開示推進室（SD Office）

GradLab

サステナビリティ情報の保証を通じたサステナブル社会実現への貢献

サステナビリティ情報の重要性の高まり

サステナビリティと聞いて皆さん何を思い浮かべますか。やはり

SDGsでしょうか。またはよくニュースで報道される地球温暖化

による海面上昇や砂漠化の進行、脱炭素化の取り組み、あるい

は児童労働に代表される人権問題をイメージされる方もいるか

もしれません。

こうした環境問題や社会問題のニュースは日々あふれているも

のの、われわれ公認会計士の業務とはどのように関連するので

しょうか。

皆さんがEY新日本に入社し監査を担当する企業は、脱炭素をはじ

めとしてサステナビリティに関する国際的な取り組みの潮流を理

解し、自社のビジネスと環境や社会への影響の関係性を考慮しな

がら、持続的な経営に取り組むことが求められています。経営者は

短期的に利益を追うばかりでなく、長期的な視野を持ちサステナ

ブル（持続可能）な社会の実現に寄与するために行動することが

期待されています。また、サステナビリティへの取り組みを積極的

に行い開示することで、自社の社会的評価が高まり、例えば優秀

な人材の確保が可能となる、収益にも好影響が生まれる、さらに

は近年拡大しているESG投資やサステナブル金融の対象にもなり

資金調達面での恩恵も期待できるでしょう。

こうしたサステナビリティに関する社会の動きや企業の行動の大

きな変化がある中で、それを監査する会計士がサステナビリティ

に関する知見を十分に持つことは不可欠です。

適切な監査を実施する上でも、公認会計士もサステナビリティに

関して十分な知識を持ち、企業が有するさまざまな課題や企業経

営への影響を理解し、財務諸表への影響を十分に検討する必要が

あります。

ニーズが拡大するクライアントのサステナビリティ開示・保証を法

人全体で支援するため、EＹ新日本では2021年10月にサステナ

ビリティ開示推進室を設立しました。サステナビリティ開示推進室

では、EY新日本において従前からサステナビリティ経営・開示の

アドバイザリーや保証を実施してきたCCaSS（Climate Change 

and Sustainability Service；気候変動・サステナビリティ・サービ

ス）の専門的知見を活用し、法人全体で開示・保証業務を実施する

仕組みの構築や、公認会計士全員がサステナビリティ知見を向上

できる取り組みを進めています。一例として、2022年には「サス

テナビリティ開示・保証業務認定者制度（SDA認定者制度）」を創

設し、サステナビリティ開示・保証に係る知見と実務経験を見える

化する仕組みを導入しました。メンバーの当制度への関心は非常

に高く、2025年度では監査・保証従事者全員がこの認定を取得す

べく取り組んでおり、EY新日本には会計士という立場から企業や

社会のサステナビリティに貢献できる仕組みが整っています。

GradLabとはデジタルを軸にした若手スタッフ向け選抜

型育成プログラムです。2023年度のGradLabではサス

テナビリティ×デジタルを課題として、企業やEY新日本

のサステナビリティの取り組みをさらに推進するアイデ

アが活発に議論・提案されました。

継続企業の前提は、監査を行う上で重要です。しかし事

業活動の継続性だけではなく、企業は地球上に存在し、

また社会の公器である以上、社会の持続可能性も企業

にとって非常に重要な検討事項です。このようなサステ

ナビリティに関する情報に基づいたESG投資も広がって

おり、サステナビリティ情報について会計士が関与する

ことは、公認会計士の使命である国民経済の健全な発

展にも寄与します。ぜひ社会の変革に乗って、サステナ

ビリティという新たなフィールドで活躍するキャリアを

描いてみてはいかがでしょうか。

SDGsや脱炭素といったサステナビリティへの国際的な取り組み

の進展とともに、企業情報開示においても、財務情報のみならず

サステナビリティ関連情報を開示することが一段と求められてい

ます。また、開示されたサステナビリティ情報の信頼性確保に対

する社会的要請も高まっています。

EY新日本におけるサステナビリティ関連業務のうち、公認会計士

がその専門性を発揮しやすい業務として、サステナビリティ開示

支援業務や保証業務が挙げられます。

サステナビリティ開示支援業務は、求められる開示項目に沿っ

て、現在の開示とのギャップを分析し、また開示情報が適切・網羅

的に集計される内部統制の構築を支援する業務です。

また、サステナビリティ保証業務とは、企業が開示するサステナビ

リティ情報の信頼性について、財務諸表監査で培った監査・保証

の専門性を生かし、温室効果ガス排出量算定など特定項目の専

門家と協働してこれを外部保証する業務です。

このほかにも、EY新日本では、企業のサステナビリティ戦略に

おける重要取り組み項目の決定のためのマテリアリティ分析支援

や、企業のESG評価対応支援といったさまざまなアドバイザリー

サービスも行っています。

これらサステナビリティ情報に関する内部統制の整備や第三者保

証を通じ、企業のサステナビリティ情報開示の信頼性が向上する

と、企業の社会的な評価が向上します。そしてそのような企業に

対する投資や融資がさらに促され、社会全体のサステナブルな発

展の実現に貢献できます。

われわれと一緒にサステナビリティ業務に積極的に参加し、公

認会計士としてサステナブル社会に貢献、ひいてはEYがパーパス

（存在意義）として掲げる「Building a better working world」

が体現できる未来の公認会計士を目指しましょう。

サステナビリティへの社会的関心の高まりから、企業は従来の

財務情報とともに、サステナビリティに係る情報を開示すること

を一段と求められます。日本では、有価証券報告書においてサス

テナビリティ情報の記載欄が設けられ、気候変動対応や人的資

本・多様性の開示が求められます。

また、さらなるサステナビリティの情報開示や第三者保証に関し

て、基準の開発や制度への組み込みが先行する欧州などで進ん

でおり、日本においても制度化に向けた議論が進展しています。

これからの公認会計士にとってますます広がるサステナビリティ

情報開示への知見を高めることは、これらサステナビリティ情報

の保証の担い手を目指す方だけでなく、財務諸表監査の品質を

社会に期待される水準に保つ観点ですべての方に不可欠です。例

えば、気候変動リスクは、財務諸表に重要なインパクトを与える

場合があります。台風や豪雨で工場が水没してしまう、インフラが

止まり生産が継続できなくなる、といったことは年々増えていま

すし、環境対応型のオフィスビルの評価額が高まるというような

ケースも考えられます。気候変動のリスクと機会が財務諸表の監

査に与える影響について検討を行い、適切な監査の計画を立案す

るために、EY新日本ではすべてのクライアントとの間でサステナ

ビリティに関する対話を深めています。

Y.Shimomura
2021年3月入社
金融事業部
シニア

Sustainability

SD  Officeの主な活動
■クライアント提供資料開発や動画、ウェブサイトなどを活用した外部情報発信
■EY新日本の全メンバーのサステナビリティ能力開発体系の確立・人材育成
■国際基準設定機関の委員、企業経営者、EYのグローバルネットワークの専門家など、有識者を招聘（しょうへい）したセミナーの開催
■関連部門連携（会計監理、IFRSデスク、キャピタル・マーケッツ部＜米国基準＞、セクターなど）
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CFOや経理・財務部門のビジネスパートナーとして、
成長戦略をサポートし、課題解決に向けてゴールまで導く

EYのFAAS事業部が誇る強みと特徴

私たちの組織

FAAS事業部の主な業務内容

経営環境のグローバル化に伴い、会計基準や規制が複雑化する中、企業はステークホルダーに対する適切な情報開示が求められています。Financial Accounting 

Advisory Services(FAAS)チームでは、日本基準、国際財務報告基準（IFRS）、米国会計基準（US GAAP）を中心とした会計の専門知識とグローバルネットワークを

活用し、IFRSの任意適用、クロスボーダー上場、買収および合併など、企業の変革時における会計上の課題解決のため、クライアントニーズに沿った高品質のサービ

スを提供しています。

私たちFAAS事業部の強みは、まずは監査法人として有する会計・財務・監査分野の経験と卓越した専門性、最先端のデジタル技術を基礎として、クライアントの

リスクや課題を多面的に分析／把握し最適なソリューションを提供することで企業の長期的な価値向上に貢献できることです。また、このようなコアスキル以外

の特徴として以下のような特色があります。

■  EY Japanの他のサービスラインとの連携

FAAS業務では、複雑化するクライアントの課題解決

と成長を支援するため、TAX、Consulting、Strategy 

and Transactions（SaT）といった他のサービスラ

インと連携する機会が多いです。さまざまな分野の

知識・経験を有するプロフェッショナルと関わり、人的

ネットワークを広げることで、自分自身のスキルにさ

らなる磨きをかけ、広範なクライアントニーズに対

応する人財へと成長することができます。

■  EYのグローバルネットワーク

バイリンガル・ネイティブ人材の活用や、グローバ

ルで統一したソリューションの提供、 各国EYのナ

レッジ・ノウハウの活用を行い、グローバル展開が

加速する現代のビジネス環境に対応します。私た

ちは豊富な経験と各国の強力なネットワークでク

ライアントの新たな挑戦をサポートします。

■業種別ナレッジ

EY新日本はさまざまな業界特性に応じた業種（セ

クター）別の組織運営体制を敷いています。EYで

行われているグローバルベースでの業種別活動

と緊密に連携しながら、ナレッジ面での充実を図

るとともに、業種別の研究会を通じて知見と経験

を集約し、各業種に特有の会計・内部統制上の課

題に対応しています。

私たちは、クライアントの特性や拠点に応じた組織を設けることで、クライアン

トニーズに適時に対応できる体制を整えています。

FAAS事業部には、東京を拠点とした一般事業会社向けのサービスを提供す

るCore FAASをはじめ、公的機関、教育機関、医療機関、非営利法人向けの

FAAS GPS※1や、名古屋に拠点を置く名古屋FAASがあります。銀行、証券、保

険などの金融機関向けのFSO※2 FAASと、大阪を拠点とする西日本FAASは

FAAS事業部とは別組織として運営され、組織間で適宜連携しています。

FAAS

FAASは、クライアントが事業戦略に基づいてさまざまな投資を行っ

たり、また業務プロセスを変革・高度化するなどにあたって、財務・

会計の面から課題解決をサポートします。M&A（国内、クロスボー

ダー）、海外進出、組織再編、GAAPコンバージョン、新会計基準導

入、業務プロセス・システム変更など、多様なプロジェクトでクライア

ントの事業戦略をクライアント視点でみることができ、課題解決をサ

ポートすることで得られる達成感は何物にも代えがたいものです。

監査を通じての経験は、私がFAASでできる貢献の基礎になって

います。FAASには監査部門の出身者の他にもさまざまなメン

バーがおり、それぞれが得意分野を持ち寄ってチームとして業務

を提供するとともに、EYの他のサービスラインや海外EYとの連

携の機会も多く、さまざまな規模の多様なプロジェクトに関わる

ことで得られる経験は、会計プロフェッショナルとして前途を明

るいものにしてくれると信じて日々まい進しています。

M.Akiyama
2006年12月入社
FAAS事業部
シニアマネージャー

FAAS メンバーメッセージ

Core FAAS
（東京・一般事業会社）

FSO FAAS
（東京・銀行、証券、保険）

■会計および財務報告
■トランザクション／IPO／資本市場
■財務会計ツール・財務プロセス・
    財務分析
■財務サポート・ガバナンス対応

FAAS GPS
（東京・官公庁、非営利）

西日本 FAAS

名古屋 FAAS

会計および財務報告
IFRS導入など、会計・財務報告に関する支援をします。
■ IFRS導入
■新会計基準への対応
■決算支援

トランザクション／ IPO／資本市場
IPOやM&Aに関する会計・財務報告の課題について、国内・海外を問わず幅広く
支援します。
■クロスボーダー上場
■ SEC（From F-4）登録
■M&A・組織再編に係る会計・財務報告

財務サポート・ガバナンス対応
トレジャリーマネジメントを通じた資金効率化など、各種ステークホルダーか
らのニーズへの対応を支援します。
■コーポレートトレジャリー
■コーポレートガバナンス
■企業内研修・人材育成

財務会計ツール・財務プロセス・財務分析
会計・財務報告領域のDX化を実現し、財務分野の業務プロセス
最適化を支援します。
■会計デジタルツールの導入　     ■経理業務改善
■データ活用

■決算期統一・決算早期化
■複雑な会計処理の対応
■会計方針・会計プロセスの改善

■M&A後の会計・財務報告の統合（PMI）

■監査準備および監査指摘事項への対応
■会計管理の高度化
■会計プロフェッショナルの派遣

FA
A

S

／Forensics

※1 GPS：Government Public Sector　※2 FSO：Financial Services Office

不正調査・不正対策領域に特化した「守り」と「攻め」のコンプライアンス・コンサルティング

Forensics事業部の主な業務内容

不正調査・不正対策・コンプライアンス（贈収賄、カルテル対応など）に特化したサービスを、Forensic & Integrity Services（Forensics）チームが提供していま

す。Globalで約80の国と地域、5,000名超から構成され、EYで最も進んだデジタルテクノロジーを駆使するサービスで、監査経験豊富な公認会計士をはじめ、

弁護士、規制当局出身者、データサイエンティスト、デジタルフォレンジックやサイバー犯罪調査の専門家などの知見と最先端のテクノロジーを融合させ、効率的・

効果的な不正リスク対応を実現させています。日本では、東京と大阪に拠点を構え、多様なバックグラウンドを持った合計100名以上の実務経験豊富なプロフェッ

ショナルを擁する、国内最大級のフォレンジックチームです。

東京と大阪、両拠点を効果的に活用することで、社会やクライアントの皆さまの期待に応えるべく、より一層充実したサービスの提供に努めます。

Forensics

不正・コンプライアンスリスク対策
■不正（会計不正、贈収賄、品質不正、カルテル等）・コンプライアンスリスク評価／グローバル管理体制の現状評価支援

■不正・コンプライアンスリスク管理体制の強化／改善支援

■データ分析の活用や業務プロセスの見直し等による不正・コンプライアンスリスク低減支援

■データ分析やアンケートを活用したグループ会社向け不正・コンプライアンスリスクモニタリング支援

■表計算ソフトを用いたデータ分析に係る研修の提供

Technology Services 
■  プライバシー&サイバーリスク対応

　・サイバーインテリジェンスに基づくリスク評価 

　・サイバーヘルスチェック・インシデント対応支援

　・ フォレンジックトレーニング

■ eDiscovery（電子証拠開示手続き）／デジタルフォレンジック支援

■情報ガバナンス支援

不正調査／デューデリジェンス
■第三者委員会・特別調査委員会・社内調査等における会計不正、品質不

正、カルテル・競争法違反などの各種不正調査 （デジタルフォレンジック

調査を含む）

■再発防止策の策定および実行支援 

■第三者デューデリジェンス

Forensicsでは、不正調査、不正・不祥事対策、コンプライアンス

やサイバーリスク対応など、「不正」に特化したサービスを提供

し、会計士以外にもコンプライアンスやテクノロジーなど多様な

キャリアバックグラウンドを有する人材が在籍しています。お互い

の知見を持ち寄った多角的な議論ができ、生みの苦しみもありま

すが、新たなアイデアや気付きが生まれます。

また、Forensicsは法人内の一事業部であるため監査事業部と機

動的・親密に連携できる体制にあります。　　　　　　　　

不正対応の専門家として関与するだけでなく、監査業務の一環と

して、サイバー対応やデータ分析などで監査チームのサポートも

行います。私自身、公認会計士として監査の経験を生かしてさら

なる専門性を磨きつつ、会計の分野以外にも、独禁法・カルテル

違反、品質不正などのさまざまな案件に関与する機会もあり、深

度、幅ともにキャリアの広がりを実感しています。

Forensics メンバーメッセージ

大規模案件・複雑な事
案への迅速な対応

多彩なツール・手法の
活用による臨機応変な
サポート

グローバルネットワーク
による連携

監査法人ならではのイ
ンサイト・ナレッジの提供

01 0302 04

多様なプロフェッショナルが同
一チームに集結

独自のツール・手法、業界専門
ツールなど、さまざまなメソドロ
ジーを活用

現地EYのメンバーファームと連
携することで、柔軟にチームを
組成

監査法人に蓄積されたナレッジ
の活用

ワンストップで迅速な対応を
実現

案件の性質やクライアントの
状況に応じて臨機応変にサ
ポート

現地の商習慣や言語に精通した
効果的かつ効率的なサポートを
提供

不正や業界のトレンドといった
最新のインサイト・ナレッジを
習得

▼ ▼▼ ▼

K.Maejima
2007年12月入社
Forensics事業部
シニアマネージャー

Forensicsの強み
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ITを駆使して監査・保証業務やアドバイザリーサービスを
提供するプロフェッショナル集団

拠点とクライアント数

Technology Risk事業部の主な業務内容

会計監査におけるIT内部統制の評価業務、委託業務に係る内部統制の保証業務などの監査・保証業務や、ITに関連する各種アドバイザリー業務 （情報セキュリ

ティ監査、システム監査、ISO認証、IT内部統制構築支援など）を行っており、グローバルネットワークとの協業案件もあります。新卒で入社した方、IT系企業でシ

ステム関連業務を担っていた方、公認会計士など、さまざまなプロフェッショナルがクライアントに高品質なサービスを提供しています。

Technology Riskは東京、大阪、福岡を主たる拠点としています。また、東京には海外対応

チームがあり、グローバルに活躍できる業務があります。2,000社を超えるクライアントに対し

てサービスを提供しており、多様な経験を得ることができます。

主にビジネス上のテクノロジーリスクにフォーカスしたAssurance関連業務

とアドバイザリー業務の2つの領域でサービスを提供しています。主たる業務

であるAssurance関連業務では、会計監査におけるIT内部統制の有効性評

価やデータアナリティクス、各種保証・認証業務を行っています。監査業務でさ

まざまな経験や知見を得ることができ、それをベースにアドバイザリー業務に

生かしていくことができます。さらに、アドバイザリー業務で得た経験や知見

を、監査の高度化などにつなげています。

Technology Risk

企業活動はデジタル化が一層進んでいき、財務報告においてもIT

なくして行うことはできない時代となりました。

それに伴い、デジタル化が進むことによる監査上のリスクも増加

しています。Technology Riskでは、デジタル化に伴うリスクを正

しく把握し、ビジネス部門とIT部門の間で生じるギャップを埋める

ことで、適切な監査が実施できるように支援しています。監査のナ

レッジに加えてデジタルナレッジを習得し、掛け合わせることでス

キルの幅を広げることが可能となる点が魅力です。 S.Honda
2011年8月入社
Technology Risk事業部
シニアマネージャー

Technology Riskメンバーメッセージ

チーム体制と多様なメンバー
現在513名が所属しており大きく分けて3つのチームに分かれています。業種ごとのセクター

カットになっているFAIT※1チームから、SOCR※2やCoE※3といったサービスにフォーカスしたチー

ムもあります。また、金融事業部内にも金融セクターにフォーカスしたTechnology Riskのチー

ムがあり、異なるセクター・業種にてさまざまな経験を積むことができます。

Technology Risk事業部では、多様なバックグラウンドを持つメンバーが活躍しており、中国、韓

国、米国、モンゴルなどさまざまな国の出身者がチームの一員として貢献しています。また、公認

会計士やUSCPA、システム監査技術者など、さまざまなプロフェッショナルが在籍しており、専門

性を磨くための環境が整っています。
※1 FAIT：Financial Audit IT Integration　※2 SOCR：Service Organization Control Reporting　
※3 CoE：Center of Excellence

IT Internal Control
ITGC、ITAC、Cyber Securityなどの評価

Digital Auditに向けたデータ分析

テクノロジーに対する保証・認証

構築支援、システム導入アセスメントなど

内部統制高度化など

アセスメント、実行支援など

Data Analytics

SOC/ISMP/ISO

IT Internal Control

Data Analytics

Privacy & Security

Knowledge

Data監査
保証 ADV

監査・保証業務サービス
■ 会計監査におけるIT内部統制の有効性評価　

■ 会計監査におけるデータアナリティクス 

■クラウドサービス、データセンター、シェアードセンターなどの内部統制監査・

   保証業務

■ サイバーリスクの理解

■ ISMAP、TISAX等の審査業務

アドバイザリーサービス
■ 個人情報保護／GDPR対応などのプライバシー関連業務　

■ IT内部統制構築・テスト代行、経済産業省システム管理基準などの

    フレームワーク・基準に基づくシステム監査  

■セキュリティアセスメント、ルール策定等のセキュリティ関連アドバイザ

　リー業務

FAIT Core

323513
People

SOCR

77
FAIT 金融

113

全ランク

38.7％
CS SM/M

14.7％
全ランク

7.2％

公認会計士

22名
USCPA

18名
システム
監査技術者

52名
CISA

172名

■さまざまなスペシャリスト

■女性比率 ■外国人比率

Tokyo

4643
Offices

Osaka

77
Fukuoka

153
Offices

513
People

■チーム体制 （2025年 6月 1日現在）

■拠点

TCFDシナリオ分析
■気候変動動向、重要リスク・機会の特定、  シナリ
　オ世界観事業インパクト、対応策検討
GHG排出算定、カーボンゼロ戦略の立案

人権方針策定
人権デューデリジェンス
■業種や事業活動地域に基づくサプライチェーンを
　含む人権リスクの特定／評価
■人権デューデリジェンス戦略策定、同戦略の管理
　体制構築および実施支援

EHS/ESG
■マネジメントシステム構築
■デューデリジェンス法規制対応
■プロダクトスチュワードシップ（化学物質管理）
■生物多様性対応支援（TNFD含む）
■デジタルトランスフォーメーション

主要支援領域

主要支援領域
ESGパフォーマンス情報やサステナビリティレポートの限定的保証業務
■ESGパフォーマンス情報の信頼性および透明性を確保する等の限定的な保証業務

*長期企業価値向上にストーリー策定・対外発信支援、ESG評価向上の取り組み／定量化の高度化支援
**ESG投融資対応支援、投資責任ポリシー策定支援、SFDR開示対応

気候変動対応戦略

ESGトレンド調査 マテリアリティ分析

*統合報告ストーリー策定／ ESG評価向上、**サステナブルファイナンス

ESG中長期戦略策定 非財務 KPI策定・モニタリング

人権・サプライチェーン・マネジメント 環境・労働安全・衛生（EHS）マネジメント

■ESGトレンドを国・地域別政策・
　産業・競合視点で調査

■企業が取り組むべき ESG課題を
　整理、優先領域を特定

■ESGトレンド、マテリアリティ分
　析に基づき、戦略ロードマップを
　策定

■投資意思決定・目標達成に伴う管
　理手法の精査・策定
■インパクト加重会計

ESG／
サステナビリティ

戦略

特定領域
別戦略

非財務情報開示・保証

CCaSS

／Technology R
isk

ESG（環境、社会、ガバナンス）投資に関する社会的関心の高まりに表されるように、企業の環境や社会課題に関する取り組みは近年その重要性を増しています。

中でもTaskforce on Climate related Financial Disclosures（TCFD）をはじめとした気候変動の財務への影響や、欧州を中心に広がる現代版奴隷労働といっ

た人権課題に関する規制対応などグローバルな動向への対応が求められることが近年は増える傾向にあり、企業は持続可能性に関する課題とこれらが経営に及

ぼす影響を把握、評価し、実施した対策について適切に開示することが求められています。

支援領域は、ESG／サステナビリティの全社戦略、特定領域別の戦略、リスク管

理、デジタル化対応、制度開示・保証対応業務（SSBJ, ISSB, CSRD等）を中心と

しています。世界各地のCCaSSサステナビリティの専門家と、先進事例やプロ

ジェクトから得た知見・知識を共有しながら、統合したサービスを提供していま

す。豊富な経験と知識をもったプロフェッショナルが、クライアントの長期的な

価値創造を実証し、持続可能な社会の構築への実現に貢献しています。

ルールメーキングへの関与
「国際統合報告フレームワーク」の執筆、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」における日本政府交渉役、「責任ある鉱物調達」における日本産業界の取りま

とめ、環境省中央環境審議会、経済産業省サプライチェーンにおける人権尊重のためのガイドライン検討会、TNFDタスクフォース、WEF IBCステークホルダー

資本主義に関する指標など、いずれもCCaSSが関与しています。

グローバルな視点と連携
CCaSSは世界各国に3,800名以上のメンバーを抱えるグローバルに連携されたサブサービスラインで、大手コンサルティングファームでは最大の規模を誇り

ます。ナレッジや情報は毎日のように共有され、グローバルにチーム組成して取り組むプロジェクトもあります。日本チームも多国籍なメンバーで構成され、グ

ローバルな視点や知見を、日・英の両言語で提供することができます。

CCaSS

CCaSS事業部の主な業務内容

企業の持続的な価値創造と、社会全体のサステナビリティの実現をサポート

■多様な専門性と実務的な視点
戦略系コンサルティングファームやグローバル企業経験者はもちろん、会計

士、外交官、国際機関、NGOなど、さまざまな分野で実績を持つ多様なプロ

フェッショナルが1つのチームにいます。企業実務の経験者も多く、コンサル

ティングスキルにたけたメンバーとも協働して、本質的かつ多角的な視点で

持続可能な経営をアドバイスします。

■充実した育成の仕組みとサポート体制
サステナビリティのコンサルタントに求められる、基礎スキルを徹底的に

学べる研修と、育成を意識した案件へのアサインを通じて、確かな土台を

築けます。職階ごとのグローバル研修や専門分野に特化したプログラムも

充実。サステナビリティ分野の修士号取得支援制度も整っています。

サステナビリティは、もはや経営に不可欠な経営テーマです。私

たちは、ESG戦略の策定から非財務情報の保証に至るまで、企

業の取り組みを多面的に支援しています。公認会計士として、取

引が財務諸表にどう表れ、開示・監査されるかを理解しているか

らこそ、環境や社会への影響が財務・非財務の情報としてどう現

れ、どのように開示されるべきかについて、深い示唆と実践的な

価値を提供できます。保証業務や、それを支える内部統制の整備

は、まさに私たち会計士の専門性が発揮される領域です。

また、グローバルで連携するプロジェクトや、気候変動・人権など

の専門分野の研修制度、修士号取得支援などを通じて、視野と専

門性を同時に広げられるのも大きな魅力です。

サステナビリティという成長領域の中心で、経営に深く関与し、自

らの専門性を世界に通じる力へと変えていくことができます。

CCaSS メンバーメッセージ

W.Kono
2004年12月入社
CCaSS事業部
シニアマネージャー
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私たちは、社会を変革するようなテクノロジーやサービスを持つ企業を支援し、そのような企業へのIPO監査を通じてさらなる成長を
実現することこそが日本経済を発展させ、社会をより良く変えていくことにつながるものと確信しています。
そのため、EY新日本はIPO業務に積極的に取り組んでいます。

革新的なスタートアップを支え、日本の未来を切り開く

IPO

IPO監査実績No.1
EY新日本の国内 IPO監査件数は2020年から

2024年までの5年累計でNo.1を達成していま

す。グローバルでは過去10年間でNo.1を継続し

ています。豊富なIPO監査実績は、成長性の高い

スタートアップからの監査の依頼へと発展し、好循

環を生み出しています。

スタートアップ支援体制
EY Japanでは、未来を担う経営者とのネットワーキング、IPOを目指すスター

トアップに向けたナレッジ提供などを目的として、業界の著名人と連携し、幅

広くイベントを運営しています。さらに、次代の日本・世界を支えるビジネス

リーダーを支援すべく、起業家（アントレプレナー）・スタートアップ・女性活躍

をキーワードにした起業家表彰制度を展開しています。

IPO監査業務体制
EY新日本では、IPO統括部門として「企業成長サ

ポートセンター」を設置し、法人横断的にIPO業務

を統括しています。また、各事業部内にIPO監査

チームがあり、業種専門性の高い監査を行ってい

ます。なお、入社1年目から企業成長サポートセン

ターに所属し、IPOやスタートアップ支援に特化し

た業務に従事することも可能です。

IPO人材育成体制
EY新日本では「IPO認定者制度」を導入し、IPO人

材の育成に力を入れています。また、メンバーがい

つでもIPOに関するナレッジを身に付けられるよう、

オンラインのIPO研修コンテンツも充実させていま

す。講師には、東京証券取引所の審査担当者をはじ

め、IPO実務に関わる金融機関、弁護士や社会保険

労務士なども招いて幅広い情報を提供しています。

外部出向制度
IPO業務に関連するキャリアの1つとして、外部出

向制度が用意されています。出向先としては、証券

取引所、省庁、証券会社、ベンチャーキャピタルな

どがあり、監査法人とは違う視点でIPOに関わるこ

とができます。

IPOは資金調達や企業ブランドの向上を通じて、成長を加速させ

る絶好の機会となります。私たちは、IPOを目指す企業、新たな成

長を志向する企業など、成長の過程に応じた課題解決をサポー

トしています。IPO監査はもちろんのこと、各種イベントやセミ

ナーの企画、スタートアップを支援する専門チーム「EY Startup 

Innovation」を通じて、新たなイノベーション創造を後押しする

活動も行っています。さらには起業家表彰制度を通じて数多くの

起業家の輩出を促すとともに、経営者の良きパートナーとして共

に成長できることを期待して日々活動しています。

EY新日本でのこうした幅広いIPO業務経験は、メンバーにとっ

てもかけがえのない財産になっています。　

経営者の良きパートナーとして、イノベーション創出を後押しする。

M.Saito
2007年８月入社
企業成長サポートセンター長
パートナー

　EY Japan IPO Leaderメッセージ

EY Innovative Startup

EY新日本
 22％
　法人B
 15％

　法人C
 15％

　法人D
 10％

　その他

 38％

■四大監査法人別 IPO支援シェア
 ■海外ランキング ■国内ランキング

 ■国内シェア

※IPO社数シェア（2020年～2024年）

仮
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人材開発の重点領域に従ったキャリアパスをメンバーに示すとともに、メンバーのプロアクティブな自己のキャリア開発を中・長期的に
サポートするため、各種認定制度を創設しました。この制度を通じ、EY新日本の重点施策としてのAssurance 4.0の具体化やアカウン
トポートフォリオの推進、マーケット活動の組織的な対応をサポートし、「グローバルな経済社会の円滑な発展に貢献する」というEYの
パーパス（存在意義）の実現を支えます。

EYが提供する認定制度

Certification Program

サステナビリティ情報は、投資家が長期的な企業

価値を評価する上で不可欠な情報です。近年、企

業はSDGsへの対応やサステナビリティ経営への

変革とともに、サステナビリティ情報開示を求め

られ、それに合わせて開示支援や第三者保証の

ニーズが高まっています。EY新日本では、SDA認

定者制度を導入し、サステナビリティ情報開示・保

証業務の研修達成・業務習熟度に基づき認定を

行っています。これを通じ、法人全体でクライアン

トの期待や「サステナブルな証券市場や地球環

境・社会の構築」という社会ニーズに応えられる

人材の育成を行っています。

デジタル人材認定制度
Smart Audit*およびDigital Trust**のデリバリーに必要なデジタ

ルスキル習得に焦点をあて、４つのランク別に設定された要件の

達成に応じて、デジタル人材として認定する制度を設けています。
*Smart Audit :データとテクノロジーのさらなる活躍(Digital Audit)と双方の生産性
向上(Smart Work)により、リスクの検知やインサイトを提供する業務
**Digital Trust：Smart Auditで培ったデジタルナレッジを生かし、データやテク
ノロジーを利用したクライアントの内部統制(サイバーセキュリティ、データガバナ
ンスなど）に対して第三者の立場で助言、評価、保証する業務

セクター認定者制度

グローバル認定者制度について

IPO認定者制度

EY新日本では監査品質に裏付けられたECS

（Exceptional Client Service）の徹底した実

践を目指し、セクター活動を強化しています。

より深度ある監査の実施、既存クライアントの

プロテクト、新規クライアントの獲得など、さ

まざまなシーンでクライアントが属する業界

のビジネスを真に理解したセクター知見を有

する人材が求められます。そのような人材を

育て活躍する場を提供するため、セクター認

定者制度がつくられました。業種別書籍の執

筆やYouTube動画など多方面で活躍するセ

クターのプロフェッショナルたちが、おおむね

1,500人認定されています。

近年、先進国・新興国を問わず、海外進出・グローバル化が加速してお

り、クライアントからのグローバル対応力に対する期待が高まってい

ます。 

EY新日本では、グローバル認定者制度を通じて、メンバーのグロー

バル人材への育成をサポートするとともに、グローバル対応力のあ

る人材を必要とするクライアントへの関与を促していきたいと考え

ています。

そのため、グローバル認定取得者については、本人の希望も確認し

た上で、より難易度の高いグローバル業務にチャレンジする機会を

提供していきます。

IPO認定者制度は、IPO業務の実務経験者およ

びIPO研修を一定以上受講したメンバーに対し、

IPO認定を付与することで、広範囲な知見が求め

られるIPOナレッジにたけた人材を育成すること

を目的とした制度です。

EY新日本では「IPO認定者制度」を導入し、IPO

人材の育成に力を入れています。IPO認定は1年

目から取得することも可能であり、現在1,000人

以上のメンバーがIPO認定を取得しています。ま

た、充実したIPO人材の育成制度に支えられたEY

新日本でのIPO業務経験は、多様なキャリアへの

道を開くことができます。

SDA（サステナビリティ開示・保証）認定者制度

2つの認定 3つの取得要件4つのランク（スキルの習熟度）

Basic

Core

Advanced

Master
Contribution
（貢献）

Learning
（研修）

Experience
（経験）Digital 

Trust

Smart 
Audit

Master
セクター活動への
複数かつ高い水準で
の貢献

Advanced
セクター活動への
高い水準での貢献

Basic経験と学習（ナレッジの蓄積）

Core
セクター活動への
貢献

セクター知見のアウトプット

IPO認定者
「IPOスペシャリスト」
という肩書が付く！Master

Advanced

Basic

IP
O

/Certification P
rogram

Master　
海外の監査チームとの
卓越したグローバル対
応業務をリードする

Advanced
海外の監査チームとの
高度なグローバル対応
業務に従事する

Core
海外の監査チームとの
基本的なコミュニケー
ション、リファーラル
業務などで力を付ける

Basic
グローバル対応業務
へチャレンジする準
備を行う　

▶シニアマネージャー

▶マネージャー

▶スタッフ／シニア

海外派遣プログラム
対策英語研修
Email Logic +3

海外駐在派遣
Global Business Passport

Mobility 4 U / Japan Development Program
Global Business Passport
Email Logic +3
英語学習コーチング

グローバル企業へのアサイン検討
■成長のためのステップ
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　Coaching（コーチン

グ）           Ambition私たちの目指す
べき
姿

専門能力

デジタル
技術の活用

グローバル化
対応力の強化

Learning & Development
キャリアを切り開き挑戦するための支援制度

EY新日本は「最新のデジタル技術を活用し、卓

越した知見に基づいた保証業務の提供により、

ステークホルダーに高い付加価値を与え、グロー

バルな経済社会の円滑な発展に貢献するプロ

フェッショナル集団」をAmbition（私たちの目指

すべき姿）として掲げています。

私たちは、職業的専門家として、高度な専門性、

高い倫理観、多様な実務経験を備えたプロフェッ

ショナルの集団でなくてはなりません。

これに加え、デジタル化時代に対応して、ITリテ

ラシーの向上を図るとともに人だからこそ可能

なプロフェッショナルとしての知見を提供するこ

と、グローバル化時代に対応して、グローバルマ

インドを備え、海外のネットワークを駆使してグ

ローバルにリーダーシップを発揮することも求め

られます。

E Y新日本ではキャリア開発に欠かせない

Learning（研修）、Experience（経験）、Coaching

（コーチング）の3つの要素を体系的に位置付け

て人材育成を行っています。その内容は時代の要

請に合わせて柔軟に変化させており、社会の期待

に応える真のプロフェッショナルの育成を目指し

ています。

EY新日本では、主に職階別研修を担当する講師を認定インス

トラクターとして選任しており、各職階で実務上必要となる監

査のメソドロジーやナレッジなどについて講義を実施しています。

認定インストラクターは、豊富な実務経験やプレゼンテーショ

ンスキルを兼ね備えた人材が担っています。毎年、貢献度の高

い講師を表彰する認定インストラクターAwardのほか、受講者

へのサーベイの実施などにより講師の質の維持・向上を図って

います。

私が講師を担当する際には、現場で生かすことができるポイン

トを強調することによってメリハリのある研修にすることや、

チームディスカッションを積極的に取り入れ、意見交換を通じ

て受講者間のつながりができるよう心掛けています。

研修では教材による学習だけでなく、講師がこれまで経験した

事例などを聞くことができるため、実務のイメージがつきやす

い工夫がなされています。

ぜひ皆さんもEY新日本の研修を受けてみてください。

EY新日本の研修の中には「EY Badges」という制度があ

ります。この制度は全世界のEYメンバーが受験できる研修

制度で、アナリティクスやテクノロジー、セクター（業種）と

いった専門分野の学習・経験・貢献の機会をEYが用意し、

そのリテラシーをEYが認定する制度です。テクノロジー関

係を中心にAI、RPA、Blockchainなどの各分野で知識と

経験を得ることにより、Bronze、Silver、Gold、Platinum

といったレベルに応じたBadgeを取得できます。私が取得

した「Data visualization」はさまざまなデータを視覚的に

表現しその特徴を捉える専門分野ですが、私の場合は金融

事業部にてEY Helixという総勘定元帳データを分析するア

ナリティクス・ツール導入に関与していたことを契機に、さ

らにITの知識と経験を広げたいと思い取得しました。研修時

間の確保や英語による講義は大変でしたが、Badgeの取得はそ

の分野の専門スキルの裏付けになり、ほかのサービスラインと

の連携を含め、さまざまな業務に挑戦できる機会が広がると思

います。現在は、アシュアランスイノベーション本部と金融事業

部に所属していますので、今後は金融に限らず、総勘定元帳より

上流の財務データを可視化して監査業務に活用したり、データ

アナリティクスに不可欠なデータ加工をプログラミングによっ

て自動化したりと、ITと監査をより密接に融合させて実務に役

立てていきたいと考えています。

Audit Academy
グローバルで最新のテクノロジーを使用した革

新的な教材、Audit Academyを職階別研修の

カリキュラムとして導入しています。主査からの

チャットを使った指示や、メールなど、インタラ

クティブなシステムを使用した臨場感あふれるシ

ミュレーションの導入により、監査現場でプロア

クティブに考えられる人材を育成できるプログラ

ムとなっています。

監査実務、プレゼンテーション、ファシリテーショ

ンの経験が豊富な認定インストラクターが、研修

講師としてプログラムをリードし、非常に密度の

高い学びの時間を過ごすことができます。

EY Globalでは、毎年、世界中から新パートナーが

集合し研修を行っています。

新パートナー研修では、毎日グループディスカッ

ションが実施されるなど、世界各国の新パート

ナーが交流を深め、ネットワークを築くさまざま

なイベントが企画されています。また、家族など

の同行も推奨され、同行者も含めたディナーパー

ティーなど、EYファミリーを経験できるイベント

が行われます。新シニアマネージャー、新マネー

ジャー、新シニア昇格時も国内で一堂に集い、トッ

プメッセージ、外部講演、ランチパーティーなど、

昇格を盛大に祝うイベントが開催されています。

人材育成プログラム

認定インストラクター制度

昇格時研修

EY新日本では、皆さんが希望するキャリアに挑戦できるよう、充実のサポート体制を整えています。
豊富な人材育成プログラムを活用して、皆さんのキャリアプランを実現してみませんか。

スタッフ シニア シニアマネージャー・マネージャー シニアパートナー・パートナー

■監査業務のフレームワーク
■監査ツール操作研修
■実査立会確認研修
■企業組織総論
■監査計画と戦略
■各勘定科目の実証手続き   
■内部統制の整備状況評価方法、
   運用状況評価方法
■サンプリング技法
■データアナリティクス基礎
■監査調書作成演習
■内部統制監査
   ほか多数

■新シニア研修
■監査手続の実施と総括
■テクニカルライティング
■監査におけるプロジェクト
   マネジメント
■全般的分析手続きの効果的な実施
■見積取引の識別と実証手続きの
　実施
■統制の不備の評価
   ほか多数

■新シニアマネージャー研修
■新マネージャー研修
■監査業務マネジメント
■初度監査
■専門家の業務の利用
   ほか多数

■新パートナー研修
■パートナー研修会

■ IFRS基礎認定
■ IFRSアップデート など

■税制改正アップデート など

■会計基準アップデートセミナー
■決算留意事項セミナー など

■品質管理アップデート研修
■不正事例研修   ■データアナリティクス研修 など

■銀行業研修  ■学校法人研修・国立大学法人研修
■US基準研修  ■ IPO研修 ■セクターナレッジ研修 など

■情報セキュリティ研修・独立性研修  ■ハラスメント研修  ■コンプライアンス研修 
■贈収賄防止研修  ■ファシリテーション研修
■コーチングワークショップ  ■カウンセラーワークショップ
■フィードバック研修  ■コミュニケーション研修   ■デリゲーション研修　ほか多数
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ラーニングマップ

研修（階層別・分野別・専門別研修）
メンバーが自らのキャリアプランに合わせて自発的に受講できるよう、多彩な研修メニューを用意しています。
業務を遂行するうえで不可欠な基本スキルを身に付け、メンバーの専門性の維持・向上を図るための体系的な研修、そしてプロフェッショナルとし
ての人間力を高めていくための研修がその柱です。

Learning

T.Yamada
2016年10月入社
イノベーション推進部 
AIラボ
シニア

K.Suzuki
2007年12月入社　
金融事業部　
マネージャー

Learning & D
evelopm

ent

EY Badges
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経験
研修

730

TOEIC
990海外 EYチームとの連携機会の

拡充、グローバル企業の
グループ監査を統括

グローバル認定者制度
英語を使用した
業務経験の機会の拡充

英語による監査体験型研修の
拡充、語学力アップのための
各種支援プログラム

EY Globalが契約している
オンラインの英語4技能
スキルアップツール goFLUENT

海外派遣プログラム
実践的コミュニケーション
トレーニング

実
践

基
礎

自
己
研
鑽
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援
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Advancedプログラム例：
■若手向け海外派遣プログラム
■コーチング型英語研修
■各種グローバルビジネススキル研修
■外部研修補助・法人割引
■goFLUENT（オンライン学習ツール）

Intermediate/Beginnerプログラム例：
■コーチング型英語研修
■新人スタートアップ支援
■外部研修補助・法人割引
■goFLUENT（オンライン学習ツール）

Coaching
カウンセラーからのフィードバックや、業務で一緒になる上司からのアドバイスなど多面的なフィードバックを日常的に行い、業務の質を高めると
ともに、プロフェッショナルとしての自律的な成長を促しています。

EYの基本概念であるコーチングはLEAD運用を通じて、個々人に応じた能力開発を実践しています。

カウンセラーとの定期的な面談だけでなく、上司による日常的なフィードバックも重視されます。

コーチングする側にもスキルを得るためのプログラムが用意され、コーチングスキルの向上により、自らの能力開発につなげることができます。

キャリアデータベース※、LEAD、カウンセリングファミリーリーダー面談、カウンセリング、自己申告

※キャリアデータベースにより、メンバーの業務経歴・スキル・異動希望などを一元管理することで、柔軟かつ効果的なア
　カウントローテーションやモビリティを実現します。

■海外駐在 

■日本公認会計士協会
■ASBJ（企業会計基準委員会）への出向
■民間会社への出向
■国内メンバーファームへの出向 

■アシュアランスイノベーション本部
■財務会計アドバイザリーサービス
■不正対策・係争サポート
■地区事務所

自らの成長に必要な実務経験に
ついてタスクごとに、業務実施後
に自己評価し、先輩に評価しても
らうことで、双方向にフィードバッ
クを行い、改善・強化すべき点を認
識し、成長につなげます

メンバーの資質を見極め、多様な
経験を積ませることを目的としてア
カウントローテーション（監査チー
ム編成の見直し）を実施します。

メンバーのキャリア形成、知識や
ノウハウの習得、重点分野へのリ
ソースの配置などのため、戦略的
にモビリティを推進しています。

OJT

メンバーニーズの吸い上げ

モビリティの例
アカウントローテーション モビリティ（異動）

すべてのメンバーに、キャリアの先輩であるカウンセラーが任命されま

す。過去よりも未来にフォーカスしたコーチングや指導、有意義な対話

を行うことで、カウンセリーの経験がより充実したものとなるように導

きます。さらに業務を直接指導・評価するフィードバックプロバイダーか

らは、業務上の評価やスキルアップについてのアドバイスを受けることが

できます。

監査業務やアドバイザリー業務に従事しているパートナー、シニアマネー

ジャーおよび人事担当のキャリアコンサルタント（国家資格）保持者が、

個人の悩みをじっくり聞き、専門的な知見を活用し、メンバーが多様な

キャリアについて考えられるようサポートする体制を構築しています。

キャリア相談室LEAD
（Leadership Evaluation and Development）

■監査の基本理論や実践を学ぶ、年次ごとの職階別研修の一部を英語化することで、日常的に

英語を使う環境の整備を進めています。

■単なる語学研修ではなく、グローバルビジネスに必要なコミュニケーションスキル・マインドセッ

ト・文化差についての意識などを身に付けられる実践的なワークショップも提供しています。

■スタッフやシニアなど若い年次から海外EYオフィスでの勤務にチャレンジし、実務的な経験を

積むとともに海外とのネットワークをつくることができる派遣プログラムも実施しています。

EY新日本は、全員がグローバル人材になる必要があると考え、基礎から実践までさまざまな育成プログラムを用意しています。

グローバル人材育成のさらなる拡充

■主なグローバル人材育成プログラム

グローバル化への対応
ビジネスのグローバル化が進む環境の中で、日本国内への対応にとどまらず、グローバルな体制により高い監査品質を実現することが
必要とされます。そのためには、コミュニケーションツールとして十分な英語力を保持し、海外のネットワークを駆使しながら、
グローバルにリーダーシップを発揮できるマインドを備えた人材の育成が不可欠であると考えています。
英語力のさらなる充実を図るための機会を確保し、グローバルにリーダーシップを発揮できる人材の育成を行っていきます。　　　

Learning
プロフェッショナルとしての成長やキャリア形成の観点でさまざまな制度やプログラムが準備されており、日常業務における監査チームの先輩か
らのOJTやカウンセラーとのコミュニケーションを通じて、一人一人のキャリア目標に必要な経験を積み上げていくことができます。

自律したプロフェッショナルの育成のために特に土台となるスタッフの時期

（入社1年目～3年目）を非常に重要と捉えています。監査業務の本質を正し

く理解し、OJT（On the Job Training)の循環サイクルを効果的に回すため

の制度の1つとして、ASA（Audit Staff Academy）を2023年より導入し体系

的に実施しています。

Learning（研修）で得た知識やスキルを、Experience（経験＝実践力）を通

じて、実務に生かし、Coaching（双方向のフィードバック）で振り返る。その

ステップを繰り返し循環させることにより、皆さまの成長を加速していきま

す。

①実践的なコンテンツ
現場で即戦力になれるよう、テー

マごとにエッセンスが10分程度に

凝縮された実践的な研修コンテン

ツ（30以上）を、実務を行う前に自

分のペースでコンパクトに学習で

きます。

②双方向のフィードバック
OJTのタスクごとに、業務実施後

に自己評価し、先輩に評価しても

らうことで、双方向にフィードバッ

クを行い、改善・強化すべき点を

認識し、成長につなげます。

③経験共有アカデミー
経験豊富な監査マイスターから

業務の本質・重要性を学び正しく

理解するとともに、同期の皆さま

と自身の業務を振り返り、新たな

知識・経験を吸収する原動力、モチ

ベーションの向上につなげます

Experiences

■語学力向上からビジネス対応まで育成プログラムを拡充 ■語学力に応じた育成プログラムを用意

EYロンドン事務所での2年間は主に英国企業の監査に従事し、

仕事で日本語を使う機会はほとんどありませんでした。

現地シニアの一員としてチームを率い、国籍、ルーツ、宗教、

LGBT+を含む多様性の下で切磋琢磨する中、国際社会を掌握

する欧米人が意見を通す手腕を目の当たりにし、彼らと渡り合

うための交渉術の示唆を得ました。また、ロールモデルとなる

イギリス人女性管理職との出会いにより、世界で生き抜く心構

えを学ぶことができた就労経験でした。

EYというブランドの強力さを実感する傍ら、レガシーに頼らず

「会計士」と名乗れる得難さも実感しました。

アメリカ・カナダからプログラムに参加した同期生とは一生の

友人となり、今も互いにキャリアの話をする間柄です。

このプログラムは、人生観を変える、素晴らしい人事制度だと

思います。

若手向け海外派遣プログラム

M.Araki
2013年2月入社　
第1事業部  
マネージャー

Learning & D
evelopm

ent

スタッフOJT～Audit Staff Academy～

知識
インプット

成長循環
サイクル

トリガー
動機

実践
事前

インプット

フィード
バック
実践

フィード
バック
振り返り

実践
業務経験

ポイント 1ポイント 3

ポイント 2
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Diversity, Equity and Inclus iveness

プロフェッショナルファームであるEYはメンバーの

多様性とそれを生かす企業風土こそが競争力であ

り、お客さまに対して長期的に提供していく価値の

源泉と考えています。DE&Iを重視し、経営戦略の

中核に据え、さまざまな取り組みを行っています。

また、年に数回行われるメンバー意識調査を通じ

て課題を経営層が認識し、経営課題として解決に

取り組んでいます。EYがDE&Iに真剣に取り組む理

由の1つは、多様な視点とそれを生かす組織はイノ

ベーションを育む環境であり、イノベーティブな組

織であることは、お客さまの健全な経営をご支援

する企業としてのあるべき姿だという信念がある

からです。

EY Japanにおいてもそれは同様で、DE&Iを推進す

る専任部署を設けてさまざまな取り組みを行って

います。メンバーが自発的に組織するコミュニティ

活動も「女性」「LGBT+」「マルチカルチャー」「障

がい」などをテーマにさまざまな活動が行われて

おり、組織横断的なネットワークが形成されていま

す。これらのコミュニティは経営に対しても提言を

行っており、それが女性の活躍を支援する制度や

LGBT+フレンドリーな職場づくりなど、EYをEYらし

くすることに大きな役割を果たしているのです。

EYの企業パーパス（存在意義）は「Building a bet-

ter working world～より良い社会の構築を目指し

て」。このパーパスに基づき、EYはDE&Iの推進を社

内にとどまらず、女性起業家の支援や女性アスリー

トのセカンドキャリア構築支援など、さまざまな社

会貢献活動に生かしています。また、2024年から

は新たなグローバル戦略「All in」のもと、一人一人

のメンバーや組織が持つ違いや強みを最大限に発

揮し、複雑性が増す社会において共に新たな付加

価値を生み出す支援を行っています。EYは、さまざ

まな施策や取り組みを通じて、一人一人の違いに

対応できる公正な環境を整え、誰もが相互理解を

促進し、チームに貢献し、自分らしいキャリアを築く

ことを応援しています。

自分らしく、プロフェッショナルとして成長したい皆

さんがEYに参加し、EYとそして世界に向けてイノ

ベーションを起こす仲間になってくださることを期

待しています。

2023年、EY新日本理事長（当時）片倉 正
美（かたくらまさみ）が、Executive Role 

Modelとして殿堂入りしました。「Top 100 

Women Executives List」部門に2020年
より3年連続トップ10入りを果たしたことが
評価され、同部門の受賞経験者としては、世
界で3人目の快挙です。

女性リーダー育成プログラム
キャリアの異なる段階にあるメンバーの経
験やスキルに応じて女性のみを対象とし
た階層別リーダーシップ研修を実施してい
ます。各メンバーの潜在能力を引き出し、
EYでキャリアアップする意欲を向上させま
す。また、サービスラインを超えたピアメン
バーとお互いに刺激しあい、他業種の視点
から自分の仕事に対する理解を深めたり、
新たなネットワークを構築したりすること
も期待できます。

メンバーが自ら考え行動する
コミュニティ活動
女性のネットワークWindS、LGBT+とア
ライのネットワークUnity、多文化ネット
ワークMulticultural ERG*、聴覚障がい
者が講師となる手話講習会など、ボトム
アップの活動が盛んです。

*ERG：Employee Resource Group（従業員リソースグループ）

EY Japanは女性社員の活躍を推進してい
る企業を認定する「日経WOMAN」の「女性
が活躍する会社BEST100」において2025

年版総合1位に選出されました。同調査で
は2023年からから3年連続トップ10入り
を果たしています。

インクルーシブな職場文化を
育むための研修
EY Japanのパートナーなど約400人が
「国際人権研修」に参加。この研修を通じ
て、EYの事業活動と関係するすべての人
の尊厳を尊重するEYの姿勢を示し、EYメ
ンバー一人一人は人権が尊重されるべき
対象主体であると同時に、実践主体でもあ
ることを再認識しました。

メンバーのWell-Beingに
真剣に取り組む
EYのWell-Being活動は、メンバーと経営
層が一体となって組織の成長と個人の豊か
さを両立する経営を目指し、各種セミナー
や、ヨガ哲学や徒歩旅行などの施策を通し
て“自分らしく、良くある状態”を知り、維持・
向上できる環境づくりを行っています。

2024年11月、LGBT+に関する企業の取り
組み指標「PRIDE指標」において、EY Japan

は最高評価の「ゴールド」を8年連続で受賞
しました。さらに2021年から継続してコレク
ティブ・インパクト型の取り組みを推進する
企業を認定する「レインボー」にも選出され
ています。

さまざまなアプローチで
EYカルチャーを発信
知識や情報の不足による偏見や差別を減
らし、トランスジェンダー当事者に寄り添い
支援する「トランスアライ」の育成促進を
目的に、認定NPO法人 ReBitと共同で「ト
ランスアライになろう ガイドブック」を発
行いたしました。

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルーシブネス

自分らしく働こう

育児支援制度の概要

M.Umeda
EY Japan DE&Iリーダー

2019年10月EY Japan株式会社入社。
DE&I推進担当者として20年以上のキャリア
があり、女性、障がい者、LGBT+、ワークライ
フ、世代、マルチカルチャーなど、さまざまな
ダイバーシティのイニシアチブをリードした
幅広い経験と実績を持つ。

2019年7月、EY新日本で4大監査法人初の女性理事長が誕生しました。EY新日本では、女性をはじめ、外国籍、障がい者、LGBT＋などが
属性の違いによって不利益を被ることがないようにダイバーシティ、エクイティ&インクルーシブネス（以下DE&I）の
推進に力を入れています。また育児や介護などのさまざまな事情を持つメンバーのキャリアと個人生活の両立ができるよう、
柔軟な働き方の施策などを通じて支援しています。

パートナー

シニアマネージャー
／マネージャー

シニア／スタッフ

Gear up

Switch on

休
業
な
ど
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取
得
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る
場
合

仕
事
と
両
立
す
る
場
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共
通

健康診査など時間の確保※1

年次有給休暇（最大年 25日付与）
育児時間※1（1歳まで）

有給休暇（最大年25日付与・有給）

妊活休暇（年20日、無給）

産前休業※1

法定の労働禁止期間
（本人が請求し医師が
認めた場合は産後6週間
での復帰可）

産後休業※1

（配偶者）出産休暇（有給）※2 育児休業（最長2歳まで） 復職研修

時差通勤の実施

休日勤務の制限※1

時間外勤務・深夜勤務の制限※1

看護休暇（年5日、有給）

リモート勤務

コアなしフレックスタイム
（監査部門は選択シフト勤務、中抜け勤務。組み合わせ可）

コアなしフレックスタイム
（所定勤務時間（通常7時間）のまま、業務上の必要性を前提として、

自らの判断で複数の勤務パターンから執務時間を選択可）

育児コンシェルジュ（育児相談、休業前面談、復職後面談、保活支援など）

休職中のiPad貸与（キャリア継続サポート）

※1 出産する当人のみ利用可能
※2 メンバーの配偶者、パートナーなどが出産するときにメンバーが利用可能

EY Japan独自の制度 法定の制度

出産前後 子育て期

子の看護等休暇（対象者 1 人あたり 5 日、2人以上は最大 10 日。
有給、小学校3年生修了前まで）

子の看護休暇（対象者 1人あたり 5日、2人以上は最大10日まで、有給、小学校就学前まで）

リモート勤務

EY託児（繁忙期）
看護休暇（年5日、有給）

ベビーシッター利用補助（EYが6割負担、病児保育含む、小学校卒業まで）

フレキシブルワークプログラム（②と③の週4日勤務は組み合わせ可）
　①時間外勤務・休日出勤の免除
　②短時間勤務（5時間／日以上7時間／日未満）
　③所定勤務日数の低減（週3日または4日）

フレキシブルワークプログラム

（コロナ禍においては EY託児は中止となり、
ベビーシッター利用料100%補助を利用可能）

外部機関からの認定・表彰

一人一人の「違い」を生かす職場づくり

EY新日本のDE&I推進活動は、優れた先進事例として、さまざまな外部機関から認定・評価されています。

EY Japanは、それぞれのキャリアを考えるカウンセラー制度、思い切り学べるEY Badgesなどを通じ、一人一人の成長を全
力でサポートしています。また、「インクルージョンおよび差別の禁止に関するグローバルポリシー」を整備し、能力を発揮
しづらいマイノリティにも公平な成長機会を確保すべく、トップダウンとボトムアップの取り組みを実施しています。

短時間勤務と所定勤務日数の低減は組み合わせ利用が一部可能。
上記のほか、育児・介護・配偶者の転勤などの事情により退職した人を再雇用するジョブ・リターン制度、介護休業などの制度があります。介護中のメンバーはフレキシブルワークプログラムの利用が可能です。

D
iversity, Equity and Inclusiveness

多様な家族の在り方を祝う
パートナーシップ・プログラム
日本国内の法律による婚姻制度に限定さ
れない、多様な家族の在り方と価値観を
支持する「EYダイバース・パートナーシッ
プ・プログラム」を導入しています。事実婚
や同性パートナーシップによる家族を登
録することで、対象の家族には配偶者と同
等の人事制度・福利厚生が適用されます。
制度導入後、利用者数が急増しています。
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EYはSDGs（持続可能な開発目標）の達成に貢献するために、2030年までに世界10

億人にポジティブな影響を与えることを決意しました。EY Japanでも次世代教育・就

労支援、社会的に影響力のある起業家との協働、持続可能な環境への取り組みという

3つの分野にフォーカスした活動を行っています。

EYフレリモとは

EYフレリモを促進するための取り組み

ハイパフォーマンスの為の働き方や業務の変革を通して
1．クライアントサービスの質をさらに向上させ、EY Japanとしての競争力を上げる　
2．EYで働いているメンバーの個人生活の充実と向上を実現させる

3つの重点分野

EY Flex & Remote（EYフレリモ） EY Ripples

EY Ripplesの取り組み

EYフレリモは、変容する社会と価値観の中、働く場所・時間・ドレスコードにかかわらず最高のパフォーマンスを発揮できる
自律的な働き方をデザインしています。居住住居地域やライフイベントに左右されないフレキシブルな働き方を実現することで、
EYには多様な人材が集まり、活躍しています。

EY Ripplesは、EYのプロフェッショナルが自らの知識・スキル・経験を生かして、より良い社会の構築に貢献していく、
Corporate Responsibility（CR）プログラムです。

Work@EY Corporate Responsibility（CR）

1

3

1

2

3

2

4

遠隔地リモート勤務
EYのメンバー約200名が全国各地
でリモート業務を遂行。個人の事情
を勘案して働く場所を相談すること
が可能。

フレ＝Flexibility
最高のパフォーマンスを発揮するため
に自分自身で最適な働き方を選ぶ

時間・場所に
とらわれない働き方

リモ＝Remote
Remote workを
促進する

研修
リモート環境でも成果を出すために
必要なスキルの獲得を支援する研
修プログラムを数多く実施。

グランドルール策定
EYフレリモが目指す働き方推進の
ため、リモートワークにおけるコミュ
ニケーションやミーティング設定な
どのガイドラインを策定。

制度および規定の改定
キャリアと個人生活の充実を支援す
るため、妊活休暇・ボランティア休暇
の導入、育児・介護・看護休暇の対象
者拡大、リモート勤務規定の改定を
実施。

W
ork@

EY
/Corporate R

esponsibility

（C
R

）

未来を担う若者が有意義な仕事を見つけ、働き続けるために必要なマインドセットとスキルを身に付け、これから

の時代をリードする力を付けるための支援をしています。中高生向けに会計講座やキャリア教育、大学生向けに

デザイン・シンキング・セッションや寄付講座などを開催しています。

■ EYが取り組む次世代教育  ■ 大学生向け寄付講座  ■ 学生ルール形成アイデアコンテスト

社会的に影響力のある起業家と協働し、SDGsの達成や持続可能な社会の実現に貢献する、社会をより良くする

ビジネスの成長をサポートします。

社会課題に取り組む起業家の成長をサポートすることによって、EYは質の高い雇用を創出し、格差社会を緩和し

て、より平等でサステナブルな経済社会への改革を促進しています。

下記の起業家支援プログラムはEY Ripplesのイニシアチブとして連携しています。

■ Women Athletes Business Network（WABN） ■ EY Entrepreneurial Winning Women™ Japan（EWW）

■ EYアクセラレータープログラム  ■ EY Startup Lab

EY Ripplesを通じて、次世代に向けた環境リテラシーを高めるためのワークショップの提供や環境問題にかかわ

る重要課題に取り組む起業家への支援など、サステナビリティへの理解や経済的活動と環境保護・再生を両立す

る新たなやビジネスモデルの推進を支援します。

また、EYはカーボンネガティブ宣言を行い、私たち自身による環境への負荷を低減するとともに、持続可能な環

境への取り組みをさらに強化していきます。

次世代教育・就労支援

社会的影響力のある起業家との協働

持続可能な環境への取り組み

さまざまなバックグラウンドを持つすべてのサービスラインのメ

ンバーと一緒に活動しているため、日々刺激になりますし、監査

業務とは違った経験を積むことができる貴重な機会だと感じて

います。

具体的には、私の母校である高校で会計の基礎や弁護士・公認会

計士・税理士の対談、プロジェクトマネジメントなど、毎回テーマを

決めて生徒に対して講義を行っています。

また、学校の授業では触れないような幅広いコンテンツを取り上げ

ることで、生徒の将来の可能性が広がるのではないかと考えていま

す。実際に参加した生徒からは「興味を持ったので関連する学部に

進みたい」というような感想をいただきました。

卒業後もお世話になった母校に関わることができること、活動を通

じて恩返しができていることをうれしく思っています。

フレリモは業務の効率性の向上、個々人の生活の充実を実現で

きる制度であり、EYのパーパス（存在意義）である「Building a 

better working world～より良い社会の構築を目指して」の一助

となっている制度だと思います。クライアント先、事務所、在宅、そ

れぞれ違ったメリットがあり、その時々のベストな環境で仕事をす

ることが可能です。クライアント先ではクライアントとの円滑なコ

ミュニケーションや関係性の構築、事務所ではチームメンバーとの

コミュニケーションの活発化や設備の充実による作業効率の向上、

在宅ではワークライフバランスの確保ができると考えます。事務所

の方が捗（はかど）る人、反対に在宅の方が捗る人、その日の体調

や予定、また決算期、期中といった監査の時期によってもベストな

勤務場所は変わるかと思います。フレリモではそういったメンバー

個人やチームの事情に合わせて柔軟に勤務場所を選択でき、働きや

すい環境を提供されています。入社前は勤務場所について意識して

いませんでしたが、勤務場所を自由に選択できることは当たり前で

はなく、とても有意義でありがたい制度だと感じています。皆さん

もEYに入社された際には、ぜひフレリモを有効活用していただけた

らと思います。

中・高生教育支援プロジェクト（EY Junior Board）
在宅勤務との両立

W.Sato
2017年2月入社　
第2事業部　
シニア

M.Nakai
2021年3月入社
第4事業部
シニア

EY Flex & Remote 　EYフレリモ

環境の変化にフレキシブルに対応し、不測の状況への耐性の高い組織となる

Office
コラボレーションスペースとして活用

在宅
集中して作業する場として活用

Global/Region
地域格差のない情報共有
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男性47人            　      女性18人 合計65人

合計5,229人

　北海道　Sapporo Office

男性3,417人            　 女性1,812人
（2025年3月31日現在）　

（2025年3月31日現在）　

EY Difference 法人案内 3534 EY Difference 法人案内

　北海道

　東北

　首都圏・本部

Our Locations
全国事務所

各事務所紹介

札幌事務所
〒060-0001　北海道札幌市中央区北一条西四丁目1番地2  J&Sりそなビル

O
ur Locations

■札幌事務所

■新潟事務所
■松本事務所

■仙台事務所
■福島事務所
■山形連絡事務所

■東京事務所

　東海・北陸

　関西・中四国

　九州

　沖縄

■名古屋事務所
■浜松事務所
■静岡事務所
■富山事務所
■金沢事務所

■大阪事務所
■広島事務所
■高松事務所

■福岡事務所

■沖縄事務所

北海道経済の発展・貢献が目標
札幌事務所は、北海道の行政・観光の中心である札幌市において約70人
で活動する事務所です。特に北海道経済の円滑な発展に貢献することを
目標に、上場企業をはじめとしたさまざまな企業・組織の監査、スタート
アップ企業の成長支援・IPO支援、地域に根差したアントレプレナーの支
援、地方公共団体ほか公的団体向けの各種支援サービスなど、日々積極
的に監査やアドバイザリー業務に携わっています。

EY新日本は、日本全国17カ所の事務所・連絡事務所があり、
皆さんのキャリア形成やライフイベントに合わせてさまざまな環境で働くことが可能です。
事務所ごとに定期採用活動をしておりますので、ここでは各事務所の特徴をご紹介します。
（2025年3月31日現在）

採用担当：札幌事務所　採用担当
Email：recruit.sapporo@jp.ey.com

東京事務所（本部事務所）
〒100-0006　東京都千代田区有楽町一丁目1番2号　東京ミッドタウン日比谷　日比谷三井タワー

　首都圏・本部　Tokyo  Office

採用担当：定期採用チーム
Email：start_ey@jp.ey.com

ジャパンリージョンの中心的役割を担う事務所
東京事務所は、EYのアシュアランスサービスのジャパンリージョンにお
ける中心的役割を担っており、地区事務所と連携することで日本国内
の企業と資本市場への信頼と安心感を高め、公共の利益に貢献してい
ます。監査・保証業務のほか、財務会計アドバイザリーサービス（FAAS）
やForensic & Integrity Servicesなどのサービスを提供することで、
クライアントのビジネスリスクと複雑性に対処するとともに、資本市
場での信頼を向上させる機会を見いだします。また、アシュアランス、
コンサルティング、法務、戦略、税務、トランザクションの枠を超え、各
サービスラインが連携して、ステークホルダーのために持続可能な長
期的価値を向上させ、それを促進するサポートを行います。

多様な働き方ができるオフィス・制度
東京事務所は、交通アクセスが良い日比谷・有楽町に位置し、見晴ら
しの良い東京ミッドタウン日比谷の上層階にあります。オフィス内はフ
リーアドレスになっており、さまざまな仕事内容に合わせた席を用意
し、パフォーマンス、コミュニケーション、柔軟な働き方を徹底的に追
求したオフィスとなっています。また、時間と場所にとらわれず仕事が
できるようフレキシブルワークや在宅勤務の制度も充実し、多様な働
き方により充実したワークライフバランスの実現を推進しています。

　甲信越
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男性29人            　      女性12人 （2025年3月31日現在）　

（2025年3月31日現在）　（2025年3月31日現在）　

（2025年3月31日現在）　

（2025年3月31日現在）　
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松本事務所
〒390-0874　長野県松本市大手三丁目1番1号　松本ビル

仙台事務所
〒980-6111　宮城県仙台市青葉区中央一丁目3番1号　AER

福島事務所
〒960-8031　福島県福島市栄町6番6号　福島セントランドビル

　東北　Sendai Office・Fukushima Office・Yamagata Liaison Office

地域企業が身近で信頼できる事務所
松本事務所は、主に長野県、山梨県の製造業、サービス業、金融機関など
の上場企業や両県の経済活動を支える有力企業に対して多岐にわたる
サービスを提供する事務所です。また、パブリックやIPOにも取り組むこと
で、地域に対する直接的な貢献も継続しています。
監査に対する社会的期待が高まる中、私たちは、企業をよく理解し、その
ニーズに適切に対応することで地域企業にとって身近で信頼できる「かか
りつけ医」のような存在であることを心掛けています。
リモートワークの浸透により、地域密着の業務に加え、東京の業務への参
画がしやすくなりました。また、これまで以上にワークライフバランスの実
現も進んでいます。
EYの松本事務所で、私たちと一緒に新しい働き方をしてみませんか。

多様な働き方ができるオフィス・充実した制度
仙台事務所は、東北地区のリーディングファームとして、電力、食品、流
通、メディアから金融機関まで幅広い業種のクライアントを抱える事務
所です。さらに、リモートワークの推進により、東京地区のクライアント
の業務に参画する機会が増えており、仙台にいながらより多様な業務を
経験することができるようになりました。
監査法人を取り巻く環境、社会の要請は、年々、速度を上げて変化して
おり、監査業務のデジタル化、グローバル化への対応も必須となってき
ています。仙台事務所においては、地域や日本に貢献する意識を持つ人
材育成を東京の事業部と連携して行っていますので、将来へのキャリ
ア形成への対応も万全です。

採用担当：松本事務所採用担当
Email：recruit.matsumoto@jp.ey.com

採用担当：仙台・福島・山形　採用担当
Email：tohoku.recruit.team@jp.ey.com

採用担当：仙台・福島・山形　採用担当
Email：tohoku.recruit.team@jp.ey.com

充実したワークライフバランス
福島事務所は、福島県内最大の監査法人事務所です。銀行を含む県内
の上場企業監査、会社法監査、県や市町村への会計助言サービス、上場
準備会社の支援などさまざまな業務を行っています。また、リモート環
境を利用して東京事務所のクライアント業務にも携われますので、必ず
あなたにピッタリな仕事があるでしょう。もちろんITや英語の学習機会
も取り揃えています。地理的にも土湯温泉や飯坂温泉、いずれも30分
で行けますので、就業前後のリフレッシュに最適です。福島のおいしい
お酒や盆地ならではの数々のフルーツを楽しみ、明日への英気を養え
ます。このような充実したワークライフバランスが可能な福島であなた
をお待ちしております。

O
ur Locations

新潟事務所
〒950-0087　新潟県新潟市中央区東大通一丁目3番10号  大樹生命新潟ビル

　甲信越　Niigata  Office・Matsumoto Office

採用担当：新潟事務所採用担当
Email：recruit.niigata@jp.ey.com

業務と地域活動とで新潟の発展と活性化に貢献
新潟事務所は総勢40名弱で新潟県全域をカバーしており、地域経済の健
全な発展と活性化に貢献することを目標としています。業務内容は会計監
査をはじめとして、地域活性化につながる各種アドバイザリー業務を幅広
く手掛けており、クライアントの業種も金融、製造、建設、小売など多岐に
わたっています。
当事務所は監査現場へパートナー、マネージャー、シニア、スタッフと絶
えずバランスの取れた体制で往査できるため、上長から学べる機会が非
常に多く、年次が若い時からいろいろな経験を積めることが特徴です。ま
た、若手メンバーが多く、明るい雰囲気にあふれており、風通しの良い職
場です。 

男性31人            　      女性6人

男性25人             　     女性8人

合計37人 

合計33人 

合計41人

合計17人

山形連絡事務所
〒990-0031　山形県山形市十日町二丁目4番19号　ハーモニー山形ビル

採用担当：仙台・福島・山形　採用担当
Email：tohoku.recruit.team@jp.ey.com

付加価値の高いサービスで山形県内の企業をサポート
山形連絡事務所は、山形県内唯一の監査法人事務所です。そのため、
県内のさまざまな業種、例えば金融機関、製造業、小売業、サービス業
の会社をクライアントとしているだけでなく、事業会社、非営利法人な
どに向けての非監査業務も担当しています。また、クライアントからは
ビジネスパートナーとして期待されることも多く、付加価値の高いサー
ビスが求められています。山形連絡事務所は、東京の各部門と連携を
密にし、東北エリア内の各事務所と共同で実施する業務も多数ありま
す。研修プログラムも準備されており、山形連絡事務所にいながらも東
京と同じ研修や東京以上に幅の広い経験を積むことができます。 合計4人男性2人            　           女性2人

男性11人           　         女性6人
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（2025年3月31日現在）　

（2025年3月31日現在）　

（2025年3月31日現在）　（2025年3月31日現在）　
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富山事務所
〒930-0004　富山県富山市桜橋通り6番11号
                       　富山フコク生命第二ビル     

金沢事務所
〒920-0853　石川県金沢市本町二丁目15番1号
　　　　　　　ポルテ金沢名古屋事務所

〒450-6642　愛知県名古屋市中村区名駅一丁目1番3号　JRゲートタワー

大阪事務所
〒530-0017　大阪府大阪市北区角田町8番1号　大阪梅田ツインタワーズ・ノース

浜松事務所
〒430-7721　静岡県浜松市中央区板屋町111番2号　
                         浜松アクトタワー

静岡事務所
〒420-0857　静岡県静岡市葵区御幸町11番30号　
　　　　　　　エクセルワード静岡ビル

　東海・北陸　Nagoya Office・Hamamatsu Office・Shizuoka Office・Toyama Office・Kanazawa Office

　関西・中四国　Osaka  Office・Hiroshima Office・Takamatsu  Office

北陸の発展に貢献する2つの事務所
富山・金沢事務所は、両事務所のメンバーが連携しながら、北陸三県
（富山・石川・福井）に所在する事業会社をはじめ、金融機関、学校法人な
どにサービスを提供する事務所です。製造業、陸運業、IT関連事業、小売
業など幅広い業種のクライアントの業務に携わっております。いずれは何
かの専門分野を磨いていかれることと思いますが、若い今だからこそ
実務の中でさまざまな経験を積み、どの分野が自分に適しているのか
ということを北陸での業務を通じ、徐々に見極めてみませんか。近年は
北陸出身者以外のメンバーも増えてきており、全国どちらの地区から
でも皆さんのご連絡をお待ちしております。

多様なキャリアパスがある事務所
名古屋事務所は、上場会社を中心とした通常の監査業務のみならず、
グローバル関連業務、IPO業務、パブリック関連業務、FAAS（財務会
計アドバイザリー）業務など、幅広い業務を行う事務所です。スタッフ
の頃からさまざまな業種・分野のクライアントに関わることができ、多
様な経験を積むことで会計プロフェッショナルとして成長することがで
きる環境です。
また、名古屋事務所は全メンバーの顔と名前が一致する規模感であり、
上下関係がフランクで、アットホームな雰囲気です。オフィスはワンフ
ロアでフリーアドレスのため、異なるクライアント担当のメンバーにも
声を掛け、助け合う環境が整っています。

採用担当：富山・金沢事務所採用担当
Email：hokuriku.recruit@jp.ey.com

富山

金沢採用担当：名古屋事務所採用担当
Email：recruit-nagoya@jp.ey.com

採用担当：大阪事務所採用担当
Email：recruit-osaka@jp.ey.com

採用担当：浜松・静岡事務所採用担当
Email：portal-ham@jp.ey.com

浜松

静岡 

西日本事業部の中核となる事務所
大阪事務所は、関西・中四国・九州を包括する西日本事業部の中核を担
う事務所であり、陸運・化学・建設・食品業における日本を代表する大企
業、株式上場を目指す成長企業、地方公共団体など、多岐にわたるク
ライアントを抱えております。多くのメンバーが効率良く働けるよう、
2020年には梅田の中心地に構える事務所を全面リニューアルし、多様
な人材が互いに思いやりを持って業務を行うアットホームな事務所環境
を構築しました。関西発のクライアント事業に寄り添いながら、より良い
社会の実現に向けて私たちが変わり続け、最高水準のサービスを提供
することで大阪から日本経済の発展に貢献することを目指します。

東海地区の発展をサポート
浜松・静岡事務所は、主として静岡県から愛知県東部までを業務エリア
として、約70人で活動している事務所です。
グローバル展開する製造業を中心とした上場企業や中堅企業、地域密着
型の金融機関、さらには、医療社会福祉法人や学校法人などのパブリッ
クからIPO支援まで、多岐にわたる業種に携われることが魅力です。
また、海外駐在や、他部署へのモビリティなど、豊富な経験を持つ個性
豊かな先輩方が揃っています。
新人育成にも力を入れており、定期的に開催している勉強会や、質問し
やすい環境づくりにも自信があります。仲間たちと共に、近い距離で支
え合い刺激を受けあいながら、将来のビジョンに向けて成長できます。
皆さんと共に働ける日を楽しみにしています。

O
ur Locations

男性65人            　     女性29人

男性390人            　  女性204人

男性26人            　    女性20人

男性15人            　   女性3人

男性9人            　  　女性11人

男性10人            　   女性5人

合計94人 

合計594人 

合計18人 

合計15人 

合計46人

合計20人 
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男性8人            　  

（2025年3月31日現在）　（2025年3月31日現在）　

（2025年3月31日現在）　（2025年3月31日現在）　

女性1人            　  

EY Difference 法人案内 4140 EY Difference 法人案内

福岡事務所
〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神一丁目10番20号　天神ビジネスセンター

広島事務所
〒730-0032　広島県広島市中区立町2番27号　メットライフ広島立町ビル

沖縄事務所
〒900-0033　沖縄県那覇市久米二丁目4番16号　大樹生命那覇ビル

高松事務所
〒760-0025　香川県高松市古新町3番1号　東明ビル

　九州　Fukuoka Office

　沖縄　Okinawa  Office

九州からグローバル経済の発展を
福岡事務所はグローバル企業からスタートアップ企業まで幅広い企業
にサービス提供する事務所です。福岡市は「アジアの玄関口」と呼ば
れており、グローバルで活躍する多種多様な業種の企業があり、EYの
グローバルネットワークを通じたサービス提供を日々行っています。
また、福岡市は経済特区としてスタートアップ企業支援に力を入れてお
り、会計士としてこれから飛躍していく地元企業を一緒に支えていく機
会が豊富にあります。
金融やパブリックも含めた幅広い業務、コンサルティングや税務との連
携によるクライアントニーズに応じたサービス提供など、多様な業務を
経験できることも特徴です。業務以外にも、豊富な食文化、温泉などの
有名観光地、歴史あふれる街並みなど、魅力あふれる福岡で充実した
時間を共に過ごしましょう。

成長を応援する事務所
広島事務所は、主に中国地方の全域に上場企業、IPO準備会社、パブ
リックを中心とした多くのクライアントを抱えており、業種も多岐にわ
たることから、幅広い業務に携わることが可能です。
EY新日本の中で設立年度が最も若く、現在進行形で規模の拡大を続
けている事務所なので、大手監査法人での経験を積みながら事務所と
一緒に成長することができます。
また、個人の成長を特に重要視しているので、入社1年目であっても手
を挙げれば、やりたいと思ったことを実現できる柔軟な風土があり、大
きなやりがいを持って働くことができます。

採用担当：藤﨑
Email：recruit-fukuoka@jp.ey.com

採用担当：広島事務所採用担当
Email：recruit.hiroshima@jp.ey.com

※沖縄事務所の採用については東京事務所にお問い合わ
せください。

採用担当：猪熊
Email：recruit.takamatsu@jp.ey.com

沖縄の企業をチーム一丸となりサポート
沖縄事務所は東京・大阪・福岡の各事務所と連携しながら、金融機関、
製造業、ホテル、学校法人などの監査業務やアドバイザリー業務に携わ
る事務所です。南国沖縄で私生活は自然の中で穏やかに暮らし、業務
では幅広い専門分野を経験することができます。
また、小規模事務所のため全員で1つのチームとしてコミュニケーショ
ンがとりやすい点も魅力です。

幅広い業務で四国全域を支援する事務所
高松事務所は四国全域をカバーしており、地域を支える金融機関や一般
事業会社などのクライアントがありますので、地域の活性化への貢献を
実感していただけると思います。加えて、監査業務のみならずIPO業務や
アドバイザリーサービス業務などさまざまな業務に携わるチャンスがあ
り、幅広い活躍と成長の機会に恵まれた環境にあります。なお、高松事
務所では、リモート環境での働き方にも対応しつつ、基本的には顔の見
える距離で仕事ができるため、先輩や同僚に相談や質問がしやすく、ま
た、東京事務所・大阪事務所など他事務所、ほかのグループ会社のメン
バーともチームを組成していますので、高松事務所以外のEYグループの
方々との人脈を築けるチャンスがあることも魅力の1つです。

O
ur Locations

男性16人            　     　女性8人 男性101人            　      女性43人

男性8人            　     　  女性7人

合計24人 合計144人 

合計9人 合計15人 
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■被監査会社数
金商法・会社法監査          810社

金　商　法　監　査            51社

会　社　法　監　査       1,263社

学  校  法  人  監  査            74社

労  働  組  合  監  査             5社

そ の 他 法 定 監 査          839社

そ の 他 任 意 監 査          808社

  合計3,850社

■設立 

2000 年4月1日

■EY新日本有限責任監査法人グループ
  　 （2025年3月31日現在）

    EYソリューションズ株式会社
    EYフォレンジック・アンド・インテグリティ合同会社
    EY Japan株式会社

EY新日本有限責任監査法人　
Ernst & Young ShinNihon LLC（英文名称）
本部・東京事務所：
〒100-0006　東京都千代田区有楽町一丁目1番2号
東京ミッドタウン日比谷　日比谷三井タワー
Tel 03-3503-1100（代表）

EY新日本有限責任監査法人
海外駐在：43カ所  国内事務所：16カ所 国内連絡事務所：1カ所

■国内事務所所在地
東京/札幌/仙台/福島/新潟/富山/金沢/松本/静岡/浜松/名古屋/
大阪/広島/高松/福岡/那覇
■連絡事務所　山形

社　員 職　員 合　計

公 認 会 計 士 543名 2,594名 3,137名

公認会計士試験
合 格 者 等 － 1,226名 1,226名

そ の 他 19名 2,023名 2,042名

合 計 562名 5,843名 6,405名

■人員構成 ※非常勤は除く

合計6,405名

募集要項

対 象 者 2025年度公認会計士試験論文式試験　全科目合格者　および過年度合格者

給 与

当法人の給与規程による
賞与：6月、12月　年 2回支給
昇給：年 1回　10月
手当：時間外手当、休日勤務手当、通勤手当（全額支給）、出張手当など 

退職金制度 当法人の退職金規程による支給

勤 務 時 間 9:30～17:30（うち休憩1時間）※選択シフト勤務制度あり ※時間外勤務あり ※変形労働時間制適応の場合あり

休 日 ・
休 暇 な ど

土曜日、日曜日、国民の祝日（ただし法人が指定する祝日は除く）、年末年始、創立記念にかかる休日、その他法人が
認めた臨時休日、有給休暇（法定以上）、慶弔休暇、配偶者出産休暇、妊活休暇（無給）、看護・介護休暇、ボランティ
ア休暇、試験休暇（実務補習所修了考査など）

育児・介護 育児・介護に伴う休業制度およびフレキシブルワークプログラム（勤務時間の短縮など）あり ※入社6カ月後から利用可能

社 会 保 険 健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労災保険

福 利 厚 生

【保険制度】   団体所得補償保険（補助金制度あり）、団体医療保険、海外旅行保険（海外出張の場合）、総合福祉団体
定期保険など

選択制企業型確定拠出年金（CODA）

【クラブ活動】  野球部、サッカー部、バスケットボール部、テニス部、スキー・スノーボード部、フットサル部、剣道部、ゴルフ
部、ランニング部、着付部、華道部、陶芸部、茶道部、カラオケ部、トレッキング部、サウナ&スパ部など

【ベビーシッター利用料等補助制度】  個人契約ベビーシッター派遣会社、および、その他のサービス（延長保育料など）
に対する補助対象の利用料の60％補助

【法人契約スポーツクラブ】  コナミスポーツ、ルネサンス

【メンバー制の別荘】  日本オーナーズクラブ、星野リゾート・トマムなど

実 務 補 習 実務補習所への通学を優先しており、出張などは重ならないよう配慮し、任意の日帰り・宿泊補習に参加した場合は
費用を負担し、論文提出の際も最大限の便宜を図っています

そ の 他 公認会計士協会登録費用、年会費などを法人で全額負担しています
■ノート型パソコンを全員に貸与します ■リモート勤務制度

Company OverviewRecruitment Information
法人概要

■資本金

1,186 百万円

（2025年3月31日現在）

Recruitm
ent Inform

ation/Com
pany O

verview
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EY |  Building a better working world

EYは、クライアント、EYのメンバー、社会、そして地球の
ために新たな価値を創出するとともに、資本市場における
信頼を確立していくことで、より良い社会の構築を目指して
います。

データ、AI、および先進テクノロジーの活用により、EYの
チームはクライアントが確信を持って未来を形づくるための
支援を行い、現在、そして未来における喫緊の課題への
解決策を導き出します。

E Yのチームの活動領域は、アシュアランス、コンサル
ティング、税務、ストラテジー、トランザクションの全領域に
わたります。蓄積した業界の知見やグローバルに連携した
さまざまな分野にわたるネットワーク、多様なエコシステム
パートナーに支えられ、150以上の国と地域でサービスを
提供しています。

All in to shape the future with confidence. 

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネット
ワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファーム
は法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッド
は、英国の保証有限責任会社であり、顧客サービスは提供していません。
EYによる個人情報の取得・利用の方法や、データ保護に関する法令により
個人情報の主体が有する権利については、ey.com/privacyをご確認くだ
さい。EYのメンバーファームは、現地の法令により禁止されている場合、法務
サービスを提供することはありません。EYについて詳しくは、ey.comをご覧
ください。

EY新日本有限責任監査法人について
EY新日本有限責任監査法人は、EYの日本におけるメンバーファームであり、
監査および保証業務を中心に、アドバイザリーサービスなどを提供しています。
詳しくは ey.com/ja_jp/about-us/ey-shinnihon-llcをご覧ください。

© 2025 Ernst & Young ShinNihon LLC.
All Rights Reserved.

ED None

本書は一般的な参考情報の提供のみを目的に作成されており、会計、税務およびその他の
専門的なアドバイスを行うものではありません。EY新日本有限責任監査法人および他の
EYメンバーファームは、皆様が本書を利用したことにより被ったいかなる損害についても、
一切の責任を負いません。具体的なアドバイスが必要な場合は、個別に専門家にご相
談ください。

ey.com/ja_jp

EY新日本様_法人案内_【再】 FINAL_250729.indd   1EY新日本様_法人案内_【再】 FINAL_250729.indd   1 2025/07/29   15:452025/07/29   15:45




